
令和４年度島根県社会福祉協議会事業報告 

 

Ⅰ．概要 

○ 本会長期ビジョン「『ふくし立国しまね』の創造」の実現に向けた最終ステップとなる第

５期中期計画（計画期間：2021～2024 年度）の推進にあたり、県行政や市町村社協をはじ

め関係機関・団体等との連携・協働のもとに着実な事業実施に努めた。また、本会が昭和

27 年設立から 70 周年を迎えたことから、平成 24 年度からの 10年間の事業活動の成果等を

取りまとめた「島根県社会福祉協議会 10年小史（2012～2022）」を刊行した。 

 

○ 「ふくしの学び合い推進事業」では、福祉教育の一層の充実強化を図るために、教育委員

会・市町村社協と連携し、小学校での試行的実践を通じて「体系的なふくしの学び」のあり

方を検討するとともに、2 年目を迎えた「子ども食堂サポート事業」では、子ども食堂開設

や運営に関するコーディネート業務をはじめ様々な取り組みを進めた結果、都道府県別の子

ども食堂設置数の対前年増加率は 184％と全国一位となった。 

 

○ 「オールしまね社協ブランド推進事業」では、県内の全ての社協が連携・協働して社協ブ

ランドの構築に取り組んだ。また、その一環として、県内の社協合同のウェブサイト「しま

ねの社協がそこにある！」を開設し、積極的な情報発信を図った。 

 

○ 新型コロナウイルス特例貸付については、９月末で貸付を終了し、8,370 件・23 億 9,400

万円余の規模となった。年明けから償還が始まったが、引き続き生活が困窮する世帯に対し

て償還免除や猶予、償還指導等の債権管理を進めるとともに、市町村社協、自立相談支援機

関と協働で借受人の経済状況に応じた適切なフォローアップ支援を実施するなど、生活再建

に向けた支援の強化を図った。 

 

○ 全県的に福祉人材の確保がより一層深刻な課題となる中で、潜在有資格者の復職支援に向

けた取り組みの強化や、事業所に対して求職者のニーズに沿った多様で柔軟な求人を増やし

ていくよう積極的に働きかけた。また、福祉サービス従事者研修については、とりわけ新型

コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、感染防止対策の一層の徹底とともに、オンライ

ン環境の積極的な活用などにより着実に実施した。 

 

○ 災害ボランティアセンターの設置・運営及び災害下における社協事業運営全般にかかる総

合的マネジメントを担う人材の育成に着手するとともに、平時から生活再建までの総合的拠

点となる「しまね災害福祉支援センター」の設置運営にかかる財政的支援について島根県知

事に対して要望するとともに、その早期設置に向けた検討を行った。 

 
 



Ⅱ．推進事項の実施状況 

１.「支え合う」地域づくりに向けた支援 

(1)地域での支え合いに向けた理解・参加の促進（※第 5 期中計画重点項目） 

地域福祉活動への住民参加の基盤となる福祉教育の推進に向けて、教育委員会、市町村社協と

連携し、小学校での試行的実践を通じて「体系的なふくしの学び」のあり方を検討するとともに、

多様な主体による「ふくしの学び合い」を支援した。 

 
(2)住民主体の持続可能な地域社会づくりに向けた環境整備（※第 5期中期計画重点項目） 

子ども食堂の県内普及や、世代・属性を超えて住民同士が交流できる多様な居場所づくりを促

進するとともに、住民主体の福祉活動実践を広げていくため、地域共生社会創造助成事業を実施

した。 

また、市町村社協ボランティアセンターの活動と機能強化への取り組みを引き続き支援した。 

さらに、社協が地域福祉の中核を担う専門機関としての役割を果たしていくため、県内の全て

の社協が連携・協働して「オールしまね社協ブランド」の構築に取り組んだ。その一環として、

県内の社協が一体となって運営する情報サイト「しまねの社協がそこにある！」を開設した。 

加えて、新型コロナウイルス感染症や物価高騰対策として、島根県からの補助を受け、県内の

子ども食堂の取組みに係る運営経費を緊急的に支援した。 

 
(3)シニア世代の地域活動の促進 

くにびき学園の運営を通じて、社会や地域の中での様々なつながりや活動を通したシニア世代

の生きがいづくりを支援するとともに、地域において学びや活動の場に関する情報発信やマッチ

ング等を行いながら、島根を創る人づくりに取り組んだ。 

また、同学園がリニューアルして初となる修了生を送り出すにあたり、県知事から「わが島根

（まち）づくりマイスター」の称号及びバッジを授与されるなど、地域活動への参加意欲の増進

に向けた取り組みを行った。 

 
(4)障がい理解と社会参加促進に向けた支援 

地域で取り組まれる「あいサポーター研修」が円滑に進められるよう、研修講師であるメッセ

ンジャーの養成研修を引き続き開催するとともに、メッセンジャーのフォローアップを行うため

の講座を市町村社協と協働し、実施した。 

また、あいサポート企業・団体登録への働きかけを行い、あいサポート運動のすそ野を広げる

取り組みを進めた。 

さらに、「ゆめいくワークサポート事業」により、就労支援事業所における工賃向上をめざした

開拓的な取り組みを支援した。一方、契約企業からの契約終了申出により、令和 5 年度助成金総

額が減少した。 

 
 
 
 



２.包括的相談支援と社会参加の支援 

(1)多機関協働による包括的相談支援体制づくりへの支援 （※第 5期中期計画重点項目） 

島根県との共催により「地域共生社会推進セミナー」を開催し、包括的支援体制を構築する過

程から、多機関が協働する意義やそのプロセスにおける留意点などについて学んだ。あわせて、

重層的支援体制整備事業を実施する市町社協相互の情報交換を目的に連絡会議を開催し、課題の

共有化を図ることができた。 

また、各種の研修を通じた各相談支援機関や地域づくりに携わるワーカーの更なるスキルアッ

プと連携の強化を図ることにより、包括的相談支援体制づくりを支援した。 

 
(2)全ての人の社会参加を支えるための権利擁護体制の充実（※第 5期中期計画重点項目） 

日常生活自立支援事業においては、責任者研修会を実施し責任者の果たす役割について説明を

行うとともに、定期的に適正な業務執行の内部点検を行うことを目的とした業務運営点検表を作

成し、適正な業務管理体制の確保に努めた。 

また、「成年後見制度移行検討ガイドライン活用セミナー」を開催し、令和 3年度に作成した「日

常生活自立支援事業から成年後見制度への移行検討ガイドライン」の活用の促進を図った。 

さらに、社会福祉法人の潜在力を活かした地域における権利擁護体制づくりの推進を目的に、

「地域における権利擁護体制推進モデル事業」を実施した。 

 
(3)資金貸付を通した自立支援機能の強化 

生活福祉資金貸付事業をはじめとする各種資金貸付を効果的に運用し、市町村社協や民生児童

委員、生活困窮者自立相談支援機関、福祉事務所等と密接な連携を図りながら、就労や心身の状

況、地域社会との関係性等の理由により経済的支援が必要な世帯等への相談支援、自立支援機能

の強化を図った。 

あわせて、新型コロナウイルス特例貸付について、引き続き市町村社協と連携を図りながら迅

速な貸付に努めた。また、生活困窮がなお継続する世帯に対する償還免除や猶予、償還指導等の

債権管理を進めるとともに、償還免除した借受人に対し、市町村社協、自立相談支援機関と協働

でフォローアップ支援を実施し、生活再建に向けた支援の強化を図った。 

 
(4)地域生活定着促進事業の実施 

高齢または障がいを有するため、福祉的な支援を必要とする矯正施設等の出所予定者に対し、

司法関係機関や福祉関係機関等との緊密な連携のもと、出所後直ちに福祉サービス等の利用につ

なげるための準備を進めるなどして、適切な社会復帰に向けた支援を行った。 

また、被疑者等支援業務に関しては、その実施に向けて関係機関との情報共有を通じて課題整

理を行った。 

さらに、そうした人への支援の進め方や方法などについて、相談支援業務に携わる職員、社会

福祉施設等の職員、関係機関の職員等を対象とした研修会を通じて理解促進を図った。 
 
 
 
 



３.福祉人材の確保・育成・定着の推進 

(1)多様な人材の参入促進（※第 5 期中期計画重点項目） 

多様な人材の参入をすすめるため、一般求職者に向けた無料職業紹介事業の周知・広報等を積

極的に行った。また、潜在有資格者への現況調査を実施して、個別のニーズを把握し、復職支援

に取り組んだ。 

さらに、福祉職場未経験者の参入拡大に向け多様な求人を増やすため、業務の切り分けと補助

的業務の創出等をテーマとしたセミナーを開催するなど、事業所に向けた働きかけを行った。 

若年層に向けては、教育関係者等との連携による「福祉の仕事」理解促進や事業所を知る機会

の提供等により、県内就職に向けた働きかけを行った。 

 
(2)安心・安定して働き続けられる職場づくりの推進（※第 5 期中期計画重点項目） 

介護・保育職場における新人職員の定着を図るため、エルダー制度の取り組みについて、さら

なる普及を図った。 

  福祉サービス従事者研修については、経営マネジメント研修や資格支援研修等を実施し、職員

の専門性向上や経営者・管理者の人事経営マネジメント力向上に向けた研修の充実強化に努めた。 

また、研修受講サポートシステムの導入コースやｅラーニング研修の拡大など、さらなる受講

環境の効率化を図った。 

福祉経営支援事業については、社会福祉法人・社会福祉施設等を対象に、法人運営全般に関す

る相談を受け、経営課題解決に向けて個別に対応するとともに、法人・施設の労務環境改善や人

材の育成・定着の支援を行った。 
 
４.災害時福祉支援活動の推進 

(1)災害時における福祉的支援活動の基盤強化  （※第 5 期中期計画重点項目） 

災害ボランティアセンターの迅速かつ円滑な立ち上げや被災者支援活動の展開に向けて、運営

に携わる人材養成や立ち上げ訓練を行った。 

あわせて、新型コロナウイルス感染症への対応等により、県内（または市町村内）完結型の災

害ボランティアセンターの設置・運営が求められることを踏まえ、災害ボランティアセンター設

置・運営及び、災害下における法人事業運営全般に係る総合的なマネジメントを担うことができ

る人材の育成に着手した。 

また、避難所等における福祉的ニーズに対応するための災害派遣福祉チーム（しまね DWAT）に

ついては、協力施設・事業所への登録促進や派遣候補者の養成に引き続き取り組んだほか、DWAT

のチームリーダーを担う人材の養成に着手した。 

さらに、災害時において、発災時から生活再建までの総合的な被災者支援活動を展開する「し

まね災害福祉支援センター」の設置について、財政措置を含む積極的な支援を県に要望した。 

 
 
 
 
 
 



５.市町村社協、社会福祉関係団体等との連携強化 

市町村社協や福祉関係団体等との連携により「島根県の社会福祉政策への提言・要望書」を取

りまとめ、市町村社会福祉協議会長と県社会福祉団体連絡協議会長の連名により県知事に提言・

要望書を提出した。 

また、民間社会福祉施設等共済会の運営や各種の情報提供等を通じて、県内の社会福祉法人や

福祉関係団体の活動支援を行った。 
 
６.積極的な PR 活動の展開 

県民が「ふくし」を身近に感じ、興味・関心を持ち、参加・活動につなげるため、新聞・広報

紙・ホームページ・Facebook 等を活用し、積極的な情報発信に取り組んだ。 

また、若年層からの広聴活動として、インターンシップにおいて「県社協事業への提案・アイ

デア」をプレゼンテーションするプログラムを設け、学生からの意見を聴取した。 

さらに、本会が昭和 27年設立から 70 周年を迎えたことから「島根県社会福祉協議会 10 年小史

（2012～2022）」を作成し、10 年間の事業活動の成果等を取りまとめた。 

 
７.本会経営基盤の強化 

適正かつ効果的・効率的な事業運営に向けて、業務の効率化、ワークライフバランスや働きや

すい職場環境づくりの推進を通して労働環境の整備に取り組んだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅲ．事業実施報告  

推進項目 1 「支え合う」地域づくりに向けた支援 

〔基本施策 1〕地域での支え合いに向けた理解・参加の促進 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.ふくしの 

学び合い 

推進事業 

(1)しまね流ふ

くし教育推進

モデル事業 

学校、社協、地域が連携した体系的なふくしの学

びの取り組みの全県的な広がりを目指し、その展開

方策等について検討した。 

1.試行的実践 

県内の 2 つの小学校において、試行的に実践し、

その成果等を取りまとめた。 

2.検討小委員会 

（第 1回） 

(1)｢しまね流ふくし教育推進モデル事業｣に係る試

行的実践について 

（第 2回） 

(1)｢しまね流ふくし教育推進モデル事業｣の進め方 

(2)小学校における｢体系的なふくしの学び｣の報告

書(案)について 

[委員]学識経験者、学習推進関係者、市町村社協等 

8 名 

 

 

 

 

 

 

 

7/12・松江合同庁

舎・8名 

 

3/9・いきいきプラ

ザ・7名 

(2)福祉教育推

進協議会 

地域生活課題の解決に向けて、地域が一体となっ

た福祉教育（学習）を推進するための支援方策につ

いて協議した。 

（第 1回） 

1．報告事項 

(1)本県における福祉教育の推進状況について 

(2)令和 4 年度福祉教育推進関連事業実施状況につ

いて 

(3)「しまね流ふくし教育推進モデル事業」に係る

試行的実践の進捗状況について 

2．協議事項 

(1)「学校における福祉に関する学習（福祉教育）の

取り組みに関するアンケート調査」について 

（第 2回） 

1.報告事項 

(1)令和 4 年度福祉教育推進関連事業実施状況につ

いて 

(2)「しまね流ふくし教育推進モデル事業」の進め

方について 

(3)「小・中学校における福祉に関する学習活動の

取り組みに関するアンケート調査集計結果」に

ついて 

2.協議事項 

(1)令和 5年度福祉教育推進関連事業計画について 

[委員]学識経験者、行政関係者、学習推進関係者、

企業関係者、社会福祉・NPO 関係者、市町村

社協等 15 名 

 

 

 

7/25・オンライン・

14 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/27・松江テルサ・

11 名 

 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.ふくしの 

学び合い 

推進事業 

(3)ふくしの学

び合い推進助

成事業 

県民の「福祉への関心」や「心の醸成」を図ると

ともに、地域生活課題の発見と解決に向けた実践力

を身につけていく学びの場を、地域を基盤に推進し

ていくことを目的に助成事業を行った。 

助成先社協：松江

市、浜田市、出雲

市、雲南市、飯南

町、邑南町 

(4)福祉教育実

践研修会 

福祉教育に関する基本的な知識や視点を身につ

け、本県における福祉教育の展開方針を示した「し

まね流ふくし教育推進指針」の理解や、その効果的

な活用方法等を学び、地域における福祉教育の実践

に繋げることを目的に開催した。 

1.講義「福祉教育の基本知識」 

「しまね流ふくし教育推進指針」 

2.演習「地域で共に生きる力を育む福祉教育」 

8/29・松江市総合

福祉センター・市

町村社協、公民館、

施設職員、教員等・

20 名 

(5)ふくしの学

び合い推進セ

ミナー 

今後の福祉教育実践にあたり、学校と地域社会

との連携の重要性や、これからの福祉教育に求め

られる視点・展開方策などについて、学ぶことを

目的に開催した。 

1.事業説明 島根県社協 

2.実践報告 松江市社協、邑南町社協 

3.講演「学校・地域・家庭の協働による地域共生 

社会の実現をめざした福祉教育」 

8/21・朱鷺会館・市

町村社協職員、公

民館等の福祉教育

関係職員、民生委

員、社会教育委員

等・73 名（オンラ

イン参加有） 

 

(6)「福祉教育

の歩み」の発

行 

令和 4 年度に「『ふくしの学び合い』推進助成事

業」に指定された市町社協の取り組みを実践事例集

として取りまとめた。 

3 月本会 HP 掲載・

PDF 版 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



〔基本施策 2〕住民主体の持続可能な地域社会づくりに向けた環境整備 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.地域共生

社会創造

助成事業  

(1)地域共生社

会創造助成事

業 

住民同士が出会い参加することのできる場や居

場所づくり、日常の支え合い活動などの新たな立ち

上げ又は拡充を支援することで、地域からの孤立を

防ぎ、人と人、人と社会がつながり支え合う島根（ま

ち）づくりを目指し、令和 4 年度分第 2次募集及び

令和 5年度分募集を行った。 

また、適切な交付を行うため審査会を開催し、申

請内容について審査を行った。 

（第 1回）令和 4 年度分第 2 次 

申  請：18 件、14,372,129 円 

交付決定：15件、10,318,849 円 

（第 2回）令和 5 年度分 

  申  請：2 件、1,669,680 円 

交付決定：2 件、1,669,680 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

9/5・いきいきプラ 

ザ・審査委員 5名 

 

3/10・いきいきプラ 

ザ・審査委員 5名 

 

2.子ども食

堂サポー

ト事業 

(1)コーディネ

ート業務 

子ども食堂推進コーディネーターを配置し、子ど

も食堂開設や運営に関するコーディネート業務を

実施した。 

訪問･来訪： 

のべ 280 件 

電話：のべ 120 件 

(2)子どもの未

来応援セミナ

ー 

県内子ども食堂の活動実践を知り、これらの活動

に関わる方々の想いや、活動の社会的意義などにつ

いて理解を深めることで、今後さらに子ども食堂を

県内に広げていくために一人ひとりが出来ること

は何か、ともに考えることを目的に開催した。 

1.事業説明「子ども食堂サポート事業について」 

2.講演「子ども食堂と私たちの地域・社会」 

3.実践報告「輪や和や食堂（出雲市）」「地域食堂 お

むすび（美郷町）」 

10/3・くにびきメ

ッセ・131 名 

(3)子どもの居

場所づくりコ

ーディネーシ

ョン研修 

誰もが参加しやすい子ども食堂の場づくり、また

続けやすい環境づくりを共に考え、どのような支援

ができるか、また、どのような支援が求められてい

るかについて学ぶことを目的に開催した。 

1.事業説明「子ども食堂サポート事業について」 

2.講演「子ども食堂への社会の関心」 

※｢居場所づくり推進セミナー｣を兼ねて実施 

3/8・オンライン・

15 名 

(4)子ども食堂

情報交換会 

子ども食堂の運営者等が、現在の活動の状況や課

題を共有し、今後の運営方法について情報交換等を

行うことにより、それぞれの子ども食堂の更なる活

性化を図ることを目的に開催した。 

（第 1回） 

1.事業説明「子ども食堂サポート事業について」 

2.実践報告「こうえん食堂（出雲市）」「はぐもぐ食

堂（雲南市）」 

3.情報交換・グループトーク 

（第 2回） 

1．ワークショップ「食べるだけじゃない！？こど

も食堂で起きていること」 

※「こども食堂 10 周年記念全国ツアー」を兼ねて

実施 

 

 

 

 

10/15・松江市民活

動センター、出雲市

民会館、益田市民学

習センター・36名 

 

1/28・県立美術館・

20 名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.子ども食

堂サポー

ト事業 

(5)しまね子ど

も食堂応援会

議 

｢子ども食堂サポート事業」のより良い実施に向

けた助言等を得ることを目的に開催した。 

1.事業説明「子ども食堂サポート事業について」 

2.意見交換「子ども食堂サポート事業等について意

見交換」「県内子ども食堂の広げ方」 

[委員]子ども食堂運営団体、学識経験者、市町村行

政、市町村社協、企業・団体等 10名 

9/28・オンライン・

10 名 

(6)しまね子ど

も食堂応援ア

ドバイザー派

遣事業 

子ども食堂を運営する又は今後取り組む予定のあ

る団体等を対象に、本会が委嘱したアドバイザーを

派遣し、子ども食堂の運営等に関して助言等を行っ

た。 

[アドバイザー] 子ども食堂運営者等9名 

対応件数：29件 

(7)島根県子ど

も食堂緊急支

援事業 

新型コロナウイルス感染症や物価高騰対策とし

て、島根県からの補助を受け、県内で子どもに対し

て地域のボランティアが無料又は低額で食事を 

提供する民間団体等の取組みの運営経費を支援した。

交付決定：26件・ 

3,086,258 円 

3.ボランテ

ィア活動

振興セン

ター事業 

(1)ボランティ

ア活動振興セ

ンター運営委

員会 

本県のボランティア、市民活動の振興を図るた

め、県ボランティア活動振興センターの運営につい

て検討を行った。 

（第 1回） 

1.協議事項 

(1)令和 4年度島根県ボランティア活動振興センタ 

 ー事業の進捗状況について 

(2)コロナ禍におけるボランティア活動について 

(3)くにびき学園について 

（第 2回） 

1.報告事項 

(1)令和 4年度島根県ボランティア活動振興センタ 

  ー関連事業実施状況について 

2.協議事項 

(2)令和 5年度島根県ボランティア活動振興センタ 

  ー関連事業について 

［委員］ボランティア・NPO 等、社会福祉施設、企

業・労組等、市町村社協、ボランティア活

動支援機関、報道機関、行政関係者、学識

経験者 12 名 

 

 

 

9/20・オンライン・

11 名 

 

 

 

 

3/24・松江テルサ・ 

9 名 

(2)市町村社協

ボランティア

センターコー

ディネータ

ー・担当者連

絡会議 

市町村社協ボランティアセンターの方向性、目指

すべきところについて講義・意見交換等を行い、情

報共有することで、各地域での取り組みの活性化に

つなげることを目的に開催した。 

1.事業説明「令和 4年度事業について」 

2.情報提供「全国社会福祉協議会の動きについて」 

3.実践報告 松江市社協、海士町社協 

4.意見交換「コロナ禍におけるボランティアセンタ

ーの活動」「ボランティアセンターが抱える課題

とその対応策」 

5.説  明「島根いきいき広場の活用について」 

7/20・オンライン・

22 名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

3.ボランテ

ィア活動

振興セン

ター事業 

(3)ボランティ

アコーディネ

ーション研修 

｢人に“ささる”ための情報発信」をするための

工夫と効果的な方法を学ぶことで、情報発信能力の

向上を図ることを目的に開催した。 

1.講義「ボランティアコーディネーションの基礎知

識」「情報発信方法の整理と活用について」 

2.演習「実際の取り組みから効果的な広報について

考えよう」 

3.ふりかえり・まとめ 

2/22・朱鷺会館・17

名 

(4)県民活動応

援サイト「島

根いきいき広

場」の運営 

サイトの運営を島根県及びふるさと島根定住財

団とともに行い、県内のボランティア・市民活動、

NPO 法人に関わる活動、イベント、ボランティア、

助成金等の情報を発信した。 

助成金：155 件 

ボランティア：41件 

イベント：7 件 

(5)しまね住民

参加型在宅福

祉サービス団

体ネットワー

クの運営 

県内における住民参加型在宅福祉サービスの推

進・普及とともに、団体相互の発展を目的に形成し

たネットワーク「しまね住民参加型在宅福祉サービ

ス団体ネットワーク」の運営を行った。 

1.幹事会 

（第 1回） 

(1)令和 3年度事業報告及び決算について 

(2)令和 4年度研修会について 

(3)たすけあい活動出前講座について 

（第 2回） 

(1)令和 4年度総会の開催について 

(2)令和 5年度事業計画（案）及び予算（案）につ 

  いて 

(3)任期満了に伴う幹事の選出（案）について 

2.総会 ※書面決議 

(1)令和 3年度事業報告及び決算について 

(2)令和 5年度事業計画及び予算について 

(3) 任期満了に伴う幹事の選出（案）について 

3.研修会（県社協事業「生活支援コーディネーター

情報交換会」との共催） 

(1)実践報告「移動支援ボランティア活動の取組に 

  ついて」「介護予防・日常生活支援総合事業の 

  取り組みについて」 

(2)情報交換 

 

 

 

 

 

9/16・オンライン・

5 名 

 

 

1/20・オンライン・

5 名 

 

 

 

 

 

 

 

2/10・オンライン・

23 名 

 

(6)島根大学で

のボランティ

ア講座の開講 

※新型コロナ感染症拡大防止により中止  

 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

4.しまね流

福祉のま

ちづくり

推進事業 

(1)居場所づく

りセミナー 

誰もが参加しやすい子ども食堂の場づくり、また

続けやすい環境づくりを共に考え、どのような支援

ができるか、また、どのような支援が求められてい

るかについて学ぶことを目的に開催した。 

1.事業説明「子ども食堂サポート事業について」 

2.講演「子ども食堂への社会の関心」 

※｢子どもの居場所コーディネーション研修｣を兼

ねて実施 

3/8・オンライン・

15 名 

(2)市町村社協

個別訪問・支

援 

個別訪問による協議等を通じて、地域生活課題の解

決に向けての情報提供や助言等を行うことにより、

住民主体の地域福祉活動のさらなる推進を図った。 

訪問先：雲南市、奥

出雲町、美郷町、邑

南町、海士町、西ノ

島町、隠岐の島町 

5.地域福祉

推進委員

会 

(1)地域福祉推

進委員会 

 地域福祉の推進と社協の基盤確立を図るため、当

面の諸課題の検討を行うことを目的に開催した。 

（第 1回） 

1.報告事項 

(1)令和 4年度全社協地域福祉推進委員会総会につ 

  いて 

(2)令和 3年度事業実施状況について 

(3)令和 3年度｢しまね版第 2 次アクションプラン｣ 

  の取り組み状況について  

(4)令和 3年度事業進捗状況について 

(5)コロナ禍における災害ボランティアセンターの 

  設置・運営等について 

(6)｢女性のつながりサポート相談事業｣実績報告 

2.意見交換 

(1)包括的支援体制づくりの推進と重層的支援体制 

  整備事業について 

（第 2回） 

1.報告事項 

(1)令和 4年度全社協地域福祉推進委員会常任委員 

  会について 

(2)令和 4年度事業進捗状況について 

2.協議事項 

(1)令和 4年度地域福祉推進委員会運営方針につい 

  て 

3.意見交換 

[委員]県・市町村社協役職員、学識経験者、県地域

福祉課長 22 名 

 

 

6/24・オンライン・

20 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/3・松江テルサ・

22 名（オンライン

参加有） 

(2)第 2 次アク

ションプラン

の実践支援と

進捗管理 

 「しまね版第 2次アクションプラン実践チェック

リスト」により状況把握を行った。 

9 月末現在で実施 

 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

5.地域福祉

推進委員

会 

(3)オールしま

ね社協ブラン

ド推進事業 

 社協の社会的価値や認知度を高めるとともに、住

民参加や地域連携の中核を担う地域福祉推進の専

門機関としての信頼を深め、その役割を果たすこと

ができるよう「オールしまね社協ブランド」を構築

することを目的に実施した。 

1.情報サイト｢しまねの社協がそこにある！」の開

設、情報発信 

2.オールしまね社協ブランディング推進会議 

（第 1回） 

(1)オールしまね社協ブランド推進事業の概要につ 

 いて 

(2)県域のホームページによる情報発信について 

（第 2回） 

(1)｢オールしまね社協ブランド推進事業」情報サイ 

  トについて 

(2)意見交換 

3.オールしまね社協ブランド推進事業プロジェク

ト会議 

（SNS 検討チーム） 

(1)｢オールしまね社協ブランド推進事業｣進捗状況 

  等について 

(2)｢しまそこ｣に係る SNS の活用について 

（ロゴマーク作成チーム） 

(1)｢オールしまね社協ブランド推進事業｣進捗状況 

  等について 

(2)｢しまそこ｣ロゴマークについて 

（広報研修企画チーム） 

(1)｢オールしまね社協ブランド推進事業｣進捗状況 

  等について 

(2)広報研修会について 

 

 

 

 

 

7 月開設、 

掲載記事数：90 

 

5/10・オンライン・

20 名 

 

 

7/29・オンライン・

16 名 

 

 

 

 

1/10・いきいきプ

ラザ・6 名 

 

 

1/12・いきいきプ

ラザ・6 名 

 

 

1/13・松江テルサ・

9 名 

(4)地域共生社 

 会推進セミナ 

 ー 

 包括的支援体制を構築する過程から、多機関が協

働する意義やそのプロセスにおける留意点などに

ついて学ぶことを目的に開催した。※島根県と共催 

1.講演「包括的支援体制の構築に向けて」 

2.報告①「包括的支援体制の整備に向けた北栄町の

取組み」（鳥取県北栄町） 

3.報告②「多機関連携による支援の取組みと課題」

（大田市社協） 

11/8・ホテル白鳥・

206 名（オンライン

参加有） 

(5)重層的支援

体制整備事業

実施市町村連

絡会議 

 重層的支援体制整備事業を実施する市町社協相

互の情報交換を目的に連絡会議を開催した。 

1.取組状況報告 

2.都道府県後方支援事業の状況について 

3.島根県社協の取組みについて 

4.情報交換 

5.アドバイザーからの助言 

9/26・いきいきプ

ラザ・アドバイザ

ー1 名・実施市町社

協（3市 2町）9 名・

実施市町行政（1市

1 町）3名・県行政

1 名 



〔基本施策 3〕シニア世代の地域活動の促進 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.くにびき

学園運営

事業 

(1)東部校・西

部校の運営 

新カリキュラム後、初めての修了生を 7 月に送り

出した。 

前期課程（1 年目）では、地域のさまざまな活動

について、現地学習や交流を通じて見聞を深めると

ともに、これまで培った経験や知識、趣味や得意な

ことの活かし方について考えるなど、基礎的な学び

を提供した。 

後期課程（2 年目）では関心のあるテーマについ

て、地域の活動を体験することで、自分の力が役立

ち、やってみたいと感じる場があることを知ること

を目的としたフィールドワークなど、専門的・実践

的な学習を行った。 

4 月にはフィールドワークの振り返り会として、

学習成果発表を行った。 

学園生募集を目的とした公開講座は、東西各校と

ともに、新たに県内各地にリモート会場を設置して

実施した。 

また、地域団体との交流や意見交換を目的とした

タウンミーティングを開催したほか、7 月には各学

年において前期課程の振り返り会、また学園生活の

振り返り会（後期課程）を開催した。 

1.学習領域 

(1)前期課程 

 ①これまでの人生を振り返り、今後の人生・生き 

 がいを考える 

 ②コミュニケーションスキルアップ 

 ③地域を知る 

 ④共生社会の理解 

(2)後期課程（フィールドワークの専門テーマ） 

 ①健康づくり、スポーツ・レクリエーション 

 ②地域づくり（多文化共生、地域づくり地域活性 

  化、まちおこし、助け合い） 

 ③ふるさとしまね（環境保護、森林保全、歴史、 

  伝統文化伝承） 

 ④子育て支援 

 ⑤介護予防・地域包括ケア 

 ⑥子ども食堂・ヤングケアラー 

 ⑦歴史を活かした観光 

 ⑧防災 

東部校（第 30期）：

いきいきプラザ・

毎週火曜日・後期

課程 4月～7 月・12

日間 

 

東部校（第 31期）：

いきいきプラザ・

毎週金曜日・前期

課程 4月～7 月・12

日間・後期課程9月

～3 月・22 日間 

 

東部校（第 32期）：

いきいきプラザ・

毎週火曜日・前期

課程 9月～3 月・23

日間 

 

 

西部校（第 29期）：

いわみーる・毎週

金曜日・後期課程 4

月～7月・11 日間 

 

西部校（第 30期）：

いわみーる・毎週

火曜日・前期課程 4

月～7月・14 日間・

後期課程 9 月～3

月・23 日間 

 

西部校（第 31期）：

いわみーる・毎週

金曜日・前期課程 9

月～3月・24 日間 

 

 

 

 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 
1.くにびき

学園運営

事業 

(1)東部校・西

部校の運営 
2.公開講座 

(1)集合型講義 

 ①内容「ビレッジプライド」 

 

 ②内容「地域と共につくるトッ 

  プブランド病院を目指して」 

(2)フィールドワークの振り返 

 り会 

 ①東部校 

 ②西部校 

(3)タウンミーティング 

 ①東部校 

1)地域づくり出会いのひろば 

 

2)地域づくり出会いのひろば 

ミニ 

 ②西部校 

1)生きがいやりがい活動 

見本市ミニ① 

2)“人生 100年時代”生きがい

やりがい活動見本市 

3)生きがいやりがい活動見本

市ミニ② 

(4)前期課程の振り返り会 

 ①東部校 

 ②西部校 

(5)学園生活の振り返り会 

 ①東部校 

 ②西部校 

3.修了式 

修了式に併せ、県知事から修了

生に対し「わが島根（まち）づく

りマイスター」の称号及びバッチ

が授与された。 

 ①東部校 

 ②西部校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4/15・いわみーる・共催団体等 49 ヵ

所、参加者185名（オンライン参加有） 

5/30・いきいきプラザ・共催団体等31

ヵ所、参加者148名（オンライン参加有） 

 

 

4/19・いきいきプラザ・60 名 

4/22・いわみーる・26名 

 

 

6/14・いきいきプラザ・出展団体 13

団体・参加者 60 名 

1/27・いきいきプラザ・出展団体 3 団

体・大雪のため中止 

 

5/13・いわみーる・出展団体 2団体・

参加者 19名 

5/27・いわみーる・出展団体 8団体・

参加者 32名 

2/3・いわみーる・出店団体 2 団体・

参加者 61名 

 

7/1・いきいきプラザ・30 名 

6/28・いわみーる・23名 

 

7/5・いきいきプラザ・44 名 

6/24・いわみーる・14名 

 
 
 
 
7/19・ホテル一畑・35名 

7/1・島根浜田ワシントンホテルプラ

ザ 13名 

（令和 4 年度 在籍受講者数） 

※令和 4 年 9 月（各課程開講時）時点 

 
東部校 西部校 

前期課程 
(第 32 期) 

後期課程 
(第 31 期) 

前期課程 
(第 31 期) 

後期課程 
(第 30 期) 

小計 22 名 19 名 11 名 9 名 

合計 41 名 20 名 

 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.くにびき

学園運営

事業 

(2)運営協議会

の開催 

1.くにびき学園運営協議会 

学園の運営及び地域活動の促進に関して協議し

た。 

(1)東部校 

 ①第 7 回 

1)令和 4 年度応募状況について 

2)進捗状況について 

3)授業評価について 

4)後期課程修了時点での評価について 

5)前期課程の評価について 

6)今後の運営について 

 ②第 8 回 

1)進捗状況について 

2)県社協第 5 期中期計画評価委員会における評

価について 

3)30 期修了 3ケ月後の現状について 

4)令和 5 年度募集及び広報計画について 

5)令和 5 年度地域づくり出会いのひろばについて 

 ③第 9 回 

1)進捗状況について 

2)令和 5 年度公開講座について 

3)授業評価（令和 5年 1月まで）について 

4)令和 5年 9月～令和 6年 7月授業計画について 

(2)西部校 

 ①第 7 回 

1)学園概要 

2)主な取り組み状況 

3)令和 4 年度応募状況 

4)授業評価 

5)後期課程修了時点での評価 

6)前期課程の評価 

 ②第 8 回 

1)進捗状況 

2)県社協中期計画説明 

3)卒業 3 カ月後の状況 

4)令和 5 年度募集・広報計画 

5)令和 5 年度活動見本市 

 ③第 9 回 

1)進捗状況 

2)令和 5 年度公開講座 

3)授業評価 

4)授業計画 

［委員］福祉関係団体、行政機関、就労支援団体、

社会教育関連、商工・観光・農業団体等 各

校 12 名 

 

 

 

 

8/18・タウンプラ

ザ・8 名(オンライ

ン参加有) 

 

 

 

 

12/12・いきいきプ

ラザ・7 名(オンラ

イン参加有) 

 

 

 

 

3/15・いきいきプ

ラザ・7 名 

 

 

 

 

8/24・いわみーる・

9 名 

 

 

 

 

 

12/22・いわみーる 

・11 名 

 

 

 

 

3/16・いわみーる・

8 名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.くにびき

学園運営

事業 

(3)事業の情報

発信 

1.ホームページの運営 

学園事業、学友会事業、在校生の活動

及びくにびき学園同窓ネットワーク会

員による地域活動等を掲載した。 

2.学園説明会・授業見学会の実施 

受講希望者及び関心のある方を対象

に、学園の趣旨の理解を図るため、学

園説明会・授業見学会を実施した。 

 

 

 

3.各種広報活動 

公共施設・商業施設等へのチラシ・ポ

スター配布、新聞折込や県広報媒体等

を利用し、広報を実施した。また、募集

期間以外にも利用できる学園要覧を県

民向け、関係機関・団体向けに 2 種類

作成した。 

随時 

 

 

 

東部校・4/8、4/15、5/13、5/17、

5/24、6/3、6/21、6/28、7/1、

7/5、7/11、7/15、7/22、7/26・

いきいきプラザ・計 28名 

西部校・4/12、4/15、4/22、5/10、

5/27、6/10、6/17、6/24、6/28、

7/22・いわみーる・計 12名 

募集要項 8,000 部、募集チラシ

12,000 部、ポスター2 種計

1,200 部、配布 1,084 箇所 

学園要覧 2種計 12,000 部 

(4)同窓ネット

ワークの運営

支援 

卒業生の地域活動促進の一環として、

同窓ネットワークの運営支援を行った。 

(1)東部校 

 ①同窓ネットワーク総会・運営委員会 

 ②後期課程講義「サークル活動体験」 

 ③前期課程講義「卒業生の活動につい 

 て」 

 ④同窓ネットワーク研修会・運営委員 

  会 

 ⑤前期課程講義「サークル活動体験」 

(2)西部校 

 ①同窓ネットワーク総会 

 ②西部地区グラウンド・ゴルフ大会 

 ③同窓ネットワーク合同研修会 

 ※役員会 年間 9 回 

(3)その他 

 ①ホームページでの活動紹介、リーフ 

  レット作成等 

 ②リーフレット改訂版 

加入数65サークル（内訳：東部

校 41、西部校 24）（R4 年度末時

点） 

5/25・いきいきプラザ 

10/14・いきいきプラザ 

11/8・いきいきプラザ 

 

11/16・いきいきプラザ 

 

11/29・いきいきプラザ 

 

5/19・いわみーる 

10/26・ひだまりパークみと 

3/7・いわみーる 

 

 

（年間随時） 

 

12 月作成・A4 版・20 ページ・

2,800 部・配布先：学園関係者、

加入サークル、市町村社協等 

 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.健康福祉

祭開催事

業 

(1)シルバース

ポーツ大会へ

の支援 

スポーツ活動を通じて、シルバー世代を中心とす

る県民の健康の保持・増進、社会参加、生きがいの

高揚を図り、ふれあいと活力ある長寿社会を築くこ

とを目的として開催した。 

4月から6月にかけて県内各地でスポーツ交流大

会 8 種目・計 702 名、ふれあいスポーツ交流大会 2

種目・計 709 名の参加を得て実施した。 

※スポーツ交流大会 1 種目（剣道）、ふれあいスポ

ーツ交流大会１種目（ソフトバレーボール）は、

新型コロナ感染拡大防止により中止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)シルバー文

化交流大会の

開催 

文化種目を通じて、シルバー世代を中心とする県

民の健康の保持・増進、社会参加、生きがいの高揚

を図り、ふれあいと活力ある長寿社会を築くことを

目的として開催した。 

囲碁：5/14・いきい

きプラザ・25名 

将棋：5/14・いきい

きプラザ・12名 

(3)全国健康福

祉祭への選手

派遣・作品出

品 

1.第 34 回全国健康福祉祭神奈川・横浜・川崎・相

模原大会（ねんりんピックかながわ 2022）への選

手派遣等 

(1)選手説明会 

神奈川大会参加者への説明会を県内 2 会場で行

った。 

 

 

(2)全国健康福祉祭神奈川・横浜・川崎・相模原大

会へ選手団の派遣 

11 月 12 日(土)から 15 日(火)に神奈川県内で開

催されたスポーツ交流大会 9 種目、ふれあいスポー

ツ交流大会 6 種目、文化交流大会 2種目に、本県代

表選手 105 名、役員 7 名を派遣した。そのうち、卓

球で第１位グループ優勝、サッカーで 16 グループ

の内、O ブロック優勝をした。 

 

 

 

西部会場：10/12・

いわみーる・17 名 

東部会場：10/24・

松江合同庁舎・60

名 

 

種目 期日 会場 参加人数 

テニス 4/9 真幸ヶ丘公園 32 名 

グラウンド・ゴルフ 4/15 出雲ドーム 697 名 

ペタンク 4/17 大田市運動公園多目的グラウンド 51 名 

ゲートボール 4/23 出雲ドーム 253 名 

ソフトボール 4/30・5/1 島根スポーツ広場 182 名 

ソフトテニス 5/3 大田市民公園庭球場 18 名 

スポーツウエルネス吹矢 5/9 国冨コミュニティセンター 12 名 

卓球 5/15 平田体育館 61 名 

ゴルフ 5/26 浜田ゴルフリンクス 88 名 

弓道 6/26 大田市民弓道場 17 名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

3.長寿社会

推進事業

の実施 

(1)全国明るい

長寿社会づく

り推進機構連

絡協議会との 

 連携 

 

 

 

1.全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡協議会

会議・研修会への参加 

高齢者の生きがいと健康づくりを推進し、全国組

織と連携し事業を推進することを目的として、対面

形式・オンラインで行われた会議・研修会へ出席し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

期日 会議・研修会名 開催方法 出席人数 

5/20 
令和4年度全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡 
協議会第1回幹事会  

オンライン 1名 

7/4 
全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡協議会令和 
４年度第1回総会 

 会場・オンラ
インの併用 

2名 

9/30 
全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡協議会 
令和4年度第1回テーマ別会議 

オンライン １名 

10/12 
令和4年度全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡 
協議会 中堅者向け研修会 

オンライン 3名 

11/18 
令和4年度全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡 
協議会第2回幹事会 

オンライン １名 

2/8 
令和４年度全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡 
協議会中国・四国ブロック会議 

オンライン 2名 

2/13 
令和４年度全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡 
協議会第3回幹事会 

オンライン １名 

2/28 
全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡協議会令和 
４年度第2回総会 

 会場・オンラ
インの併用 

2名 

3/9 
全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡協議会令和 
4年度第2回テーマ別会議 

オンライン 2名 

3/22 
全国明るい長寿社会づくり推進機構連絡協議会令和 
4年度第3回テーマ別会議 

オンライン 2名 

   



〔基本施策 4〕障がい理解と社会参加促進に向けた支援 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.あいサポ

ート運動

推進事業 

(1)メッセンジ

ャー養成研修 

あいサポーター研修の講師役となる「あいサポー

トメッセンジャー」を養成することを目的として県

内 2 ヶ所で開催した。 

（内容） 

1.あいサポート運動・あいサポーター研修の概要 

2.障がい特性について(DVD 視聴) 

3.当事者や当事者保護者の講話 

4.実技講習（障がい者支援の基礎講座・体験） 

10/4・津和野町福

祉センター・20 名 

2/8・三刀屋健康福

祉センター・29 名 

受講者合計：49 名

（修了者累計： 

1,518 名） 

(2)メッセンジ

ャーフォロー

アップ講座 

メッセンジャーのスキルアップを行い、あいサポ

ート運動の推進基盤を強化することを目的とした

講座を県内 6 ヶ所で開催した。 

（内容） 

1.講義スキルを高める 

2.運動の輪を広げる力を高める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)あいサポー

ター研修の開

催推進 

各市町村において「あいサポーター研修」が開催さ

れるよう、地域での推進役を担う市町村社協に対し

て支援を行った。 

研修開催数：102 回 

あいサポーター

数：4,405 名 

(県全体：5,163 名 

累計：65,311 名) 

(4)教育機関、

企業等に対す

るあいサポー

ト運動の推進 

福祉関係団体等に対してあいサポート企業・団体

登録の働きかけを行った。 

 

登録企業数：4件 

(累計：212 件) 

2.ゆめいく

ワークサ

ポート事

業 

(1)ゆめいくワ

ークサポート

事業助成金助

成事業 

障がい者の自立を促進するための工賃向上に向

けた「仕事」の開発又は「市場」の開拓に取り組む

就労支援事業所等に助成した。 

 また、令和 5年度に助成を行う就労支援事業所の

選定等を行う審査委員会を開催した。 

[審査委員]学識経験者、山陰合同銀行、島根県、島

根県社会福祉協議会 4名 

助成件数：3 件 

助成総額：3,705 千

円 

 

審査委員会：3/28・

いきいきプラザ・4

名 

(2)ホームペー

ジの活用によ

る事業の広報 

 島根県に無償提供されたデザインを契約企業が

ノベリティグッズ等に利用できるようデータ化し、

ホームページ上に掲載した。 

また、ホームページに、事業概要や助成団体の活動

報告等を掲載して広く情報発信を行った。 

 

開催地 期 日 会 場 参加者 

松江市   1/30(月) 総合福祉センター 11 名 

浜田市 11/17(木) 総合福祉センター 16 名 

大田市 11/ 7(月) 市民センター  15 名 

安来市 10/11(火) わかさ会館  11 名 

邑南町 11/29(火) 出羽公民館 13 名 

隠岐の島町 12/ 6(火) 社会福祉センター 10 名 

計 76 名 



推進項目 2 包括的相談支援と社会参加の支援 

〔基本施策 1〕多機関協働による包括的相談支援体制づくりへの支援 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.コミュニ

ティソー

シャルワ

ーク実践

者養成事

業 

(1)コミュニテ

ィソーシャル

ワーク実践基

礎研修 

多様化する地域生活課題に対応するために必要

となる地域・社会資源の把握やニーズの明確化、関

係先との調整、サポートネットワーク体制の構築、

資源開発などのコミュニティソーシャルワークの

考え方や技法を学ぶことを目的に開催した。 

（前期） 

1.講義｢コミュニティソーシャルワーカーの機能・

役割とは｣ 

2.講義・演習｢コミュニティソーシャルワーカーの

展開方法とは｣ 

3.講義｢コミュニティソーシャルワーカーにおける

チームアプローチの展開｣ 

（後期） 

1.演習｢事例を通してのコミュニティソーシャルワ

ーク実践の展開とポイント｣ 

（自主学習会） 

後期に向けた課題（ワークシートの作成等）への

取り組みを支援するとともに、受講者の資質をより

高めることを目的に開催した。 

 

 

 

 

 

9/8～9・松江テル

サ・市町村社協職

員、市町村行政職

員、地域包括支援セ

ンター職員、社会福

祉施設職員等・29

名 

12/12～13・くにび

きメッセ・26名 

 

10/3・6 名、10/7・

5 名、10/9・3名 

※各回ともオンラ

イン 

(2)コミュニテ

ィソーシャル

ワーク実践力

強化研修 

個別支援と地域支援の一体的な進め方について

の理解を深めるとともに、その中でも地域支援の展

開、地域資源の広げ方について、ヒントを学ぶこと

でコミュニティソーシャルワークのさらなる実践

につなげることを目的として開催した。 

1.講義｢個別支援と地域支援の一体的な進め方につ

いて」 

2.講義・演習｢地域のお宝探しの実践事例」 

3.講義・演習｢地域資源の広げ方について」 

3/2・いきいきプラ

ザ・市町村社協職

員、市町村行政職

員、社会福祉施設

等職員等 39 名 

（オンライン参加

有） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.コミュニ 

ティソー

シャルワ

ーク実践

者養成事

業 

(3)しまねコミ

ュニティソー

シャルワーク

実践研究会の

支援 

地域でのコミュニティソーシャルワーク実践を

支援するため、平成 20 年度に発足した修了者相互

の自主的なスキルアップのための任意組織「しまね

コミュニティソーシャルワーク実践研究会」の活動

を支援した。 

1.役員会 

(1)役員改選について 

(2)令和 3年度事業報告、決算について 

(3)令和 4年度事業計画、予算について 

(4)令和 4年度研修会について 

2.総会 ※書面決議 

(1)役員改選について 

(2)令和 3年度事業報告、決算について 

(3)令和 4年度事業計画、予算について 

3.研修会（県社協事業「コミュニティソーシャルワ

ーク実践力強化研修との共催」 

(1)講義｢個別支援と地域支援の一体的な進め方に 

  ついて」 

(2)講義・演習｢地域のお宝探しの実践事例」 

(3)講義・演習｢地域資源の広げ方について」 

(4)情報交換会 

 

 

 

 

 

8/18・オンライン・

7名 

 

 

 

 

 

 

 

3/2・いきいきプラ

ザ・市町村社協職

員、市町村行政職

員、社会福祉施設

等職員等 39 名（オ

ンライン参加有） 

2.社協職員

育成強化

事業 

(1)社協職員中

堅研修 

本県の地域福祉を推進するうえで、中堅社協職員

として求められる知識や技術を確認するとともに、

組織内及び地域福祉をマネジメントしていくスキ

ルを身に着けることを目的に開催した。 

1.講義 

｢社会福祉協議会の基本理解と中堅職員への期待」 

2.講義・演習 

(1)「社協職場のチーム力を高める」   

(2)「地域・社協職場での問題解決力を高める」 

9/14・県民会館・県

市町村社協役職員

11 名 

3.生活支援

コーディ

ネーター

の育成支

援 

(1)生活支援コ

ーディネータ

ー研修 

（基礎編） 

生活支援コーディネーターとして活動するにあ

たっての基本理念や果たすべき役割、地域支援の基

礎となる「コミュニティワーク」の理論・手法、協

議体の理念や役割等について学び、その基礎となる

実践力を養成することを目的に開催した。 

1.講義「生活支援体制整備事業の全体像と生活支援

コーディネーターに求められる役割について」 

2.講義・演習「生活支援コーディネーターに求めら

れるコミュニティワークの理論・手法①②③」 

3 演習「講義を踏まえて、今後自分たちで取り組む

べきこと」 

8/2～3・松江テル

サ・生活支援コー

ディネーター、市

町村社協職員、市

町村行政職員等 16

名（オンライン参

加有） 

 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

3.生活支援

コーディ

ネーター

の育成支

援 

(2)生活支援コ

ーディネータ

ー研修 

（実践編①） 

地域住民が抱える地域生活ニーズの把握と、それ

らを踏まえて行う地域アセスメントと地域プラン

ニングの手法を学ぶことで、地域生活課題を解決す

るための目標の設定、地域組織化や地域資源の開発

の方法等について理解を深め、今後の生活支援コー

ディネーターの活動のさらなる実践につなげるこ

とを目的に開催した。 

1.講義・演習「コミュニティワーク実践に基づく地

域アセスメント，地域プランニングの理解」「地

域へのアプローチ実践―住民主体形成に向けて

の働きかけ―」 

10/5・松江テルサ・

生活支援コーディ

ネーター、市町村

社協職員、市町村

行政職員等 12 名

（オンライン参加

有） 

(3)生活支援コ

ーディネータ

ー研修 

（実践編②） 

協議体の運営や多機関・多職種との連携方法など

について、県内における取り組み事例などから学ぶ

ことを目的に開催した。 

1.講義・演習「住民とともにつくる 地域が元気に

なる協議体の進め方」 

11/7・オンライン・

生活支援コーディ

ネーター、市町村

社協職員、市町村

行政職員等 11名 

(4)生活支援コ

ーディネータ

ー情報交換会 

県内の生活支援コーディネーターがそれぞれの

取り組みや課題などについて情報交換を行い、様々

な取り組みを知ることで、今後の生活支援コーディ

ネーターの活動のさらなる実践につなげることを

目的に開催した。 

（第 1回） 

1.情報交換 

 

（第 2回） 

1.実践報告「東広島市社会福祉協議会」「飯南町社

会福祉協議会」 

2.情報交換 

 

（第 3回） 

1.情報交換 

 

（第 4回） 

1.実践報告「移動支援ボランティア活動の取組に

ついて」「介護予防・日常生活支援総合事業の取

り組みについて」 

2.情報交換 

参加者：生活支援コ

ーディネーター、市

町村社協職員、市町

村行政職員等 

 

9/15・松江テルサ・

19 名（オンライン

参加有） 

10/6・松江テルサ・

13 名（オンライン

参加有） 

 

 

11/7・松江テルサ・

11 名（オンライン

参加有） 

2/10・オンライン・

23 名 

 
 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

4.多機関協

働による

包括的相

談支援体

制づくり

の推進 

(1)地域共生社

会推進セミナ

ー(再掲) 

 包括的支援体制を構築する過程から、多機関が協

働する意義やそのプロセスにおける留意点などに

ついて学ぶことを目的に開催した。※島根県と共催 

1.講演「包括的支援体制の構築に向けて」 

2.報告①「包括的支援体制の整備に向けた北栄町の

取組み」（鳥取県北栄町） 

3.報告②「多機関連携による支援の取組みと課題」

（大田市社協） 

11/8・ホテル白鳥・

206 名（オンライン

参加有） 

(2)重層的支援

体制整備事業

実施市町村連

絡会議(再掲) 

 重層的支援体制整備事業を実施する市町社協相

互の情報交換を目的に連絡会議を開催した。 

1.取組状況報告 

2.都道府県後方支援事業の状況について 

3.島根県社協の取組みについて 

4.情報交換 

5.アドバイザーからの助言 

9/26・いきいきプ

ラザ・アドバイザ

ー1 名・実施市町社

協（3市 2町）9 名・

実施市町行政（1市

1 町）3名・県行政

1 名 

(3)島根県入居

債務保証支援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終了・保証金 

支払件数 

1.島根県入居債務保証支援事業の実施 

令和 4年度契約件数 

86 件(新規 22 件、再契約 64 件) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

新規契約 再契約 満了 満了後再契約 解除
社協名

契約件数（R4） 終了件数（累計）
契約中件数 契約累計

島根県社協 0 0 9 24 15 0 48

松江市社協 392

浜田市社協 0 1 1 11 4 2 18

22 50 9 192 90 101

18 63

安来市社協 0 1 0 11 4 5 20

益田市社協 0 11 2 37 6

0 0

雲南市社協 0 0 1 0 0 0 1

江津市社協 0 0 0 0 0

0 0

津和野町社協 0 1 0 2 0 1 3

美郷町社協 0 0 0 0 0

合計 86 419

0 1

小計 22 64 22 277 120
127 546

隠岐の島町社協 0 0 0 0 1

満了 満了後再契約 解除 年度計
年度

契約解除等件数 保証金
支払件数

支払額

累計 419 36 3,146,158

R４ 2 60 22 84 2 126,590



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

5.多機関協

働による

包括的相

談支援体

制を支え

るワーカ

ーの育成

支援 

(1)生活困窮者

自立相談支援

人材養成研修 

1.研修企画会議 

 研修テーマ及び内容、実施方法等を検討するため、

現場の支援員等による研修企画会議を開催した。 

[審査委員]自立相談支援機関職員（5 名） 

     県担当者（1名） 

2.基礎研修 

 生活困窮者自立相談支援制度にかかわる職員等

を対象に、さまざまな状況に対応できる実践力を磨

くことを目的に開催した。 

(1)行政説明 

(2)講義「支援員に求められる基本倫理と基本姿勢」 

「帳票の役割」 

(3)演習「支援員に求められる基本倫理と基本姿勢」 

「相談支援の展開」 

3.テーマ別研修 

 さまざまな相談支援機関との連携が重要となるテ

ーマについて理解を深めることを目的に開催した。 

(1)テーマⅠ：アウトリーチへの理解 

 ①講義「アウトリーチってなんだろう？～相談援 

 助職者に期待されるアウトリーチを理解する～」 

 ②グループ討議 

(2)テーマⅡ：社会資源との向き合い方 

 ①講義「社会資源との向き合い方を考えよう～コミ 

 ュニティソーシャルワークの枠組みを踏まえて～」 

第 1 回 9/6・オン

ライン・6名 

 

 

 

11/28-29・オンラ

イン・8 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/9・オンライン・

24 名 

 

3/10・オンライン・

24 名 

(2)相談支援ワ

ーカースキル

アップ研修 

※生活困窮者自立相談支援人材養成研修テーマ別

研修と兼ねて開催した。 

 

(3)生活困窮者

自立相談支援

機関体制強化

検討事業 

自立相談支援機関の体制強化の検討のため、自立

相談支援機関を訪問し、(1)(2)について実施した。 

(1)自立相談支援機関相互の連携を推進するための 

 効果的な手法に係る情報収集 

(2)自立相談支援機関のレベルアップのための支援 

 方法の研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問先 日程 人数 実施方法 

吉 賀 町 令和 4 年 12 月 13 日、14 日 3 名 訪問 

西ノ島町 令和 5 年 1 月 11 日 2 名 オンライン 

出 雲 市 令和 5 年 1 月 13 日 2 名 訪問 

松 江 市 

令和 5 年 2 月 28 日 2 名 訪問 

令和 5 年 3 月 2 日 2 名 訪問 

令和 5 年 3 月 10 日 3 名 訪問 

奥出雲町 令和 5 年 3 月 1 日 2 名 訪問 

邑 南 町 令和 5 年 3 月 15 日 1 名 訪問 

浜 田 市 令和 5 年 3 月 22 日 2 名 訪問  



〔基本施策 2〕全ての人の社会参加を支えるための権利擁護支援の充実 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.日常生活

自立支援

事業 

(1)契約締結審

査会 

本事業利用希望者の契約締結能力や困難ケース

への具体的支援に関する審査・助言を得るための審

査会を開催した。 

1.契約締結審査会 

[委員]法律専門家、医学専門家、福祉専門家、学識

経験者 5名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4/20、6/15、8/17、

10/19、2/15・いき

いきプラザ島根

他・委員 5名出席 

 

 

(2)金融機関・

関係機関連絡

会議 

1.金融機関連絡会の開催 

日常的金銭管理サービスの円滑な運営を目的に

現状・課題の共有を行った。また、近年増加してい

る銀行アプリの登録や Web 通帳への移行等に伴う

課題に対応するため、契約書及び届出様式の変更に

ついて協議等を行った。 

2.関係機関との連携 

(1)関係機関との連絡会議等 

県内権利擁護関係機関等による会議等に参加し、

各関係者の取組を把握するとともに関係者との連

携に努めた。 

 ①成年後見制度関係機関連絡会議 

 

 ②成年後見制度に関する事務打合せ 

 

2/20・いきいきプ

ラザ・金融機関代

表者 10 名参加 

（オンライン参加

有） 

 

 

 

 

 

12/22・サンラポー

むらくも 

12/9、2/16・松江家

庭裁判所 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.日常生活

自立支援

事業 

(3)専門員研修

会 

本事業に係る専門員の資質向上を目的に、職業倫

理や対人援助技術ならびに意思決定支援をテーマ

に研修会を開催するとともに、事業の円滑な運営を

目的とした連絡会を実施した。 

1.日常生活自立支援事業専門員研修会 

(1)新任専門員研修会 

 ①事務局説明「日常生活自立支援事業制度概要」 

 ②講義「権利擁護支援の中で求められる日常生活 

  自立支援事業の役割について」 

 ③講義「専門員に求められる基本的な姿勢、対人 

  援助の基礎知識について」 

 ④事務局説明「総合判定書・ガイドライン等作成 

  時の留意点について」 

(2)第 1 回専門員研修会 

 ①講義「知的障がい者、精神障がい者の金銭管理 

  について」 

(3)第 2 回専門員研修会 

 ①講義「なぜ事例検討が必要なのか」 

 演習「事例検討会」 

 

 

 

 

 

6/17・オンライン・

17 名 

 

 

 

 

 

 

9/5・島根県松江合

同庁舎・34名（オン

ライン参加有） 

1/23 ･いきいきプ

ラザ島根･16 名 

(4)責任者研修

会 

本事業の適正な運営確保に向け、責任者の資質向

上を図ることを目的に研修会を開催した。 

1.説明「日常生活自立支援事業における責任者の役 

割とは」 

2.事務局報告「日常生活自立支援事業の運営につい 

て（支援内容・今後の予定等）」 

6/17・オンライン・

30 名 

(5)生活支援員

研修会 

本事業の生活支援員等の資質向上を目的として

研修会を開催した。 

1.事務局説明「日常生活自立支援事業の現状につい

て」 

2.講義「最近の消費者トラブル事例と対策につい

て」 

9/26・いきいきプラ

ザ島根・45名 

10/7・いわみーる・

115名 

10/21・隠岐の島町

社会福祉センター・

14名 

（オンライン参加

有） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.日常生活

自立支援

事業 

(6)市町村社協

への指導、支

援 

1.全契約ケースの点検実施  

令和 4 年 6 月末日時点における本事業利用者の

全契約ケース点検を実施した。 

2.事業実施状況等調査 

県内 5市町社協を訪問し、現状の把握と適正な運

営等にむけた助言等を行った。 

 

 

3.日常生活自立支援事業専門員連絡会 

本事業専門員を対象に、事業運営等について必要

な連絡と協議を行い、事業の適正な運営を図った。 

(第 1回) 

(1)連絡事項 

 ①契約締結審査会について 

 ②今後の主な予定について 

 ③第 2 回専門員研修会・連絡会について 

 ④日常生活自立支援事業の運営について 

(2)情報交換 

(第 2回) 

(1) 事務局説明 

 ①運営適正化委員会指摘事項について 

 ②業務管理点検表について 

 ③契約締結審査会様式について（預金超過） 

 ④山間部等における代行支援の手順について 

4.事務手続等に関する研修及び意見交換 

事務手続において指導・支援が必要な社協へ訪問

し、個別に研修を行った。 

5.支援状況の実態把握 

支援方法について実態把握をするため、県内 2市

町社協を訪問し、支援に同行、今後の支援について

確認・意見交換を行った。 

18 市町村社協 

798 ケース 

 

8/2・松江市社協、

9/9・雲南市社協、

9/13（午前）・海士町

社協、9/13（午後）

西ノ島町社協、9/14 

・隠岐の島町社協 

 

 

9/5・島根県松江合

同庁舎・25 名 

（オンライン参加

有） 

 

 

 

1/23・いきいきプ

ラザ島根･21 名 

（オンライン参加

有） 

 

 

10/24・吉賀町社協 

 

 

10/24・吉賀町社協、

10/25・益田市社協 

(7)業務運営点

検表の作成 

 不祥事案再発防止策の一つとして、検討委員会を

開催し、定期的に事業運営体制を内部点検ができる

「業務点検表」を作成した。 

10/27・いきいきプ

ラザ島根・委員 3名

出席 

11/7・いきいきプ

ラザ島根・委員 4名

出席 

(8)生活支援員

確保に向けた

広報啓発の充

実・強化 

 地域の実情把握を目的にインターネットによる

実態調査を行ない、広報にむけた方策等の検討を行

った。 

県内 19市町村社協 

(9)業務概要・

生活支援員だ

よりの発行 

1.「業務概要」の作成・配付 

 

2.生活支援員だよりの作成・配付 

4月発行・A4全8頁・

1000 部 

年 2回（8月/1月発

行）・A4全 4頁・各

600部 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.日常生活

自立支援

事業 

(10)中国ブロ

ック担当者連

絡会 

中国ブロック各県・指定都市社協と日常生活自立

支援事業の現状及び課題について情報交換を行っ

た。 

(1)協議事項 

 ①生活支援員について 

 ②支援計画の見直しについて 

 ③支援の手順について 

 ④死期が近い方への対応について 

 ⑤金融機関手続きの関係について 

 ⑥新たな課題への対応について 

 ⑦利用者の自己破産による本事業の取扱いについ 

  て 

 ⑧財源の確保について 

11/21 ･ オ ン ラ イ

ン･13 名 

2.成年後見

制度移行

検討ガイ

ドライン

活用セミ

ナー 

(1)成年後見制

度移行検討ガ

イドライン活

用セミナー 

日常生活自立支援事業から成年後見制度への切

れ目ない支援につなげることを目的に、ガイドライ

ンの活用事例や意見交換を通じて、現場での使用方

法や活用のポイント等を学ぶセミナーを開催した。 

1.趣旨説明「ガイドライン策定の趣旨について」 

2.事例報告「活用事例の報告」 

3.意見交換会 

12/8・島根県民会

館・行政、医療、福

祉、司法関係機関職

員・98名（オンライ

ン参加有） 

3.権利擁護

体制づく

り推進モ

デル事業 

(1)権利擁護体

制づくり推進

モデル事業 

「社会福祉法人による権利擁護体制づくりの進

め方」に基づき、モデル事業を行う実施先を選定し、

助成金を交付した。 

安来市社会福祉法

人連絡会・200千円

(年間)・実施期間3

年（令和 3～5年度） 

美郷町社会福祉法

人等連絡会・200千

円(年間)・実施期間

3年(令和4～6年度) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



〔基本施策 3〕資金貸付を通した自立支援機能の強化 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.生活福祉

資金貸付

事業 

(1)総合支援資

金の貸付 

 失業などで日常生活に困難を抱えている世帯に

対して生活費及び一時的な資金を貸し付けること

により、当該世帯の自立と生活の安定を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)生活福祉資 

 金の貸付 

低所得世帯、障がい者世帯及び高齢者世帯に対し

て、当該世帯の自立と生活の安定、社会参加の促進

が図られるよう生活福祉資金の貸付を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（総合支援資金の申込及び貸付状況）

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

生活支援費 10 10

住宅入居費 1 1

一時生活再建費 4 4

合計 15 15

209,689 209,689

2,498,329 2,498,329

60,640 60,640

2,228,000 2,228,000

 

（生活福祉資金の申込及び貸付状況）

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

福祉費 24 24

緊急小口資金 21 21

教育支援費 43 43

就学支度費 45 45

合計 133 13364,753,000 64,753,000

1,872,000 1,872,000

教育支援資金
36,717,000 36,717,000

14,431,000 14,431,000

福祉資金
11,733,000 11,733,000

 

（生活福祉資金の運用状況）※本則貸付のみ 金額(円)

貸付中
件数

償還計画額 償還済額 未償還額 償還率 貸付残額

更生資金 52 2.65%

生活資金 5 0.00%

福祉資金 285 35.15%

教育支援資金 1,515 35.39%

療養・介護等資金 10 0.00%

緊急小口資金 161 17.52%

災害援護資金 3 0.41%

総合支援資金 157 18.80%

離職者支援資金 21 5.54%

生活復興支援資金 5 0.00%

計 2,214 28.03%

（現年度） 87.10%

（過年度） 20.56%

（期限後） 604 6.28%

32,313,459 855,280 31,458,179 31,458,179

409,540 0 409,540 409,540

70,605,053 24,814,579 45,790,474 131,290,406

572,630 0 572,630 572,630

134,731,695 47,677,310 87,054,385 617,556,055

15,441,860 854,900 14,586,960 14,586,960

12,330,873 2,318,017 10,012,856 34,462,828

291,360 0 291,360 2,664,310

279,878,440 78,449,086 201,429,354 845,519,528

66,131,606 57,600,613 8,530,993

10,961,210 1,919,890 9,041,320 10,306,970

2,220,760 9,110 2,211,650 2,211,650

145,093,581 9,115,572 135,978,009 149,846,873

52,920,033 10,879,481 42,040,552



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.生活福祉

資金貸付

事業 

(3)不動産担保 

 型生活資金の 

 貸付 

一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住

居に住み続けることを希望する高齢者世帯に対し、

当該不動産を担保に生活資金を貸し付けることに

より、当該世帯の自立と生活の安定を支援する本資

金については、年度内貸付実績はなかった。 

申請件数 0 件 

貸付中件数 0件 

貸付金額 0 円 

(4)要保護世帯 

 向け不動産担 

 保型生活資金 

 の貸付 

一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住

居に住み続けることを希望する要保護の高齢者世

帯に対し、当該不動産を担保に生活資金を貸し付け

ることにより、当該世帯の自立と生活の安定を支援

した。 

申請件数 0 件 

貸付中件数 8件 

貸付金額 

34,144,590 円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

 (5)新型コロナ 

 ウイルス特例 

 貸付の債権管 

 理 

 新型コロナウイルス感染症の影響による休業や

失業等により、一時的または継続的に収入減少した

世帯を対象に当面の生活費の貸付を行った。 

 また、生活困窮がなお継続する借受人に対する償

還免除や猶予、償還指導等の債権管理を進めるとと

もに、償還免除した借受人に対するフォローアップ

支援を実施した。 

1.緊急小口資金等特例貸付におけるフォローアッ

プ支援に関する説明会 

(1)説明Ⅰ 

 ①セーフティネット強化交付金について 

 ②自立相談支援機関サポート事業について 

(2)説明Ⅱ 

 ①緊急小口資金等特例貸付におけるフォローアッ 

  プ支援について 

 ②令和 5年度以降の体制整備について 

(3)質疑応答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12/12・オンライン 

・市町村社協、市町

村行政、自立相談

支援機関 のべ 34

機関参加 

 

R5.3.31現在

件数 件数 件数

緊急小口資金 1,449 16 5

総合支援資金（初回貸付） 692 9 3

総合支援資金（延長貸付） 0 0 0

総合支援資金（再貸付） 0 0 0

2,141 25 8

件数 件数 件数

緊急小口資金 36 53 1,559

総合支援資金（初回貸付） 15 24 743

総合支援資金（延長貸付） 6 11 17

総合支援資金（再貸付） 2 7 9

59 95 2,328合計

金額（円）

286,379,040

334,858,420

6,975,000

4,950,000

633,162,460

免除合計（累計）
職権免除

死亡 自己破産

金額（円） 金額（円）

6,750,000 9,750,000

5,920,000 12,480,000

2,060,000 4,915,000

1,050,000 3,900,000

15,780,000 31,045,000

金額（円） 金額（円）

合計

265,979,040 1,000,000

金額（円）

2,900,000

312,218,420 2,970,000 1,270,000

0 0 0

0 0 0

578,197,460 5,870,000 2,270,000

○ 免 除 状 況 （ 累 計 ）

申請免除

障害者手帳所持生活保護受給判定年度別(非課税)

 

R5.3.31現在

貸付中
件数 完了

緊急小口資金 3,211 325

総合支援資金（初回貸付） 1230 43

総合支援資金（延長貸付） 602 0

総合支援資金（再貸付） 626 1

5,669 369

340,060

124,505,308 1,623,102,912

271,723,940

271,088,300

536,081,250

544,209,422

貸付残額

合計

○ 償 還 状 況 （ 累 計 ）
償還

金額（円）

106,761,338

17,298,210

105,700

 

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

緊急小口資金 299 298

総合支援資金（初回貸付） 179 179
4月1日～9月30日

受付期間

57,560,000 57,460,000

73,271,000 73,271,000

○ 貸 付 状況
（ 令 和 4年 度 中）



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

 (6)償還指導と 

 債権管理の強 

 化 

 貸付時から適切な債権管理を行うとともに、滞納

債権の調査、督促、債権回収等を行った。 

1.現地督励会 1 市 1 回（松江市） 

2.個別償還指導の実施 1 回 

3.電話・文書による督促の実施 649 回 

4.償還請求通知書の送付 延 129 人  778 回 

5.住居地照会調査の実施 延 99 人 

（継続調査分・再調査分含む） 

6.督促状の発行（債務関係者） 

 4 回/年 延 2,488 人 

7.貸付金の償還猶予 6件 

 

(7)制度周知の 

 徹底及び広報 

 活動の強化 

1.高等学校奨学資金説明会（5回） 

 生活福祉資金貸付制度の周知と活用の促進を図

るため、県育英会奨学資金事業説明会にあわせて制

度説明を行った。 

8/17 出雲市、8/22

浜田市、8/23 益田

市、8/26 松江市、

8/30 西ノ島町 

(8)生活福祉資 

 金貸付審査等 

 運営委員会及 

 び不動産担保 

 型生活資金貸 

 付審査委員会 

 生活福祉資金の貸付等について審査する運営委

員会を開催した。（2 回） 

［委員］金融機関職員、県主管課職員、県民児協役

員、県社協事務局長 5名 

※不動産担保型生活資金については、審査する案件

がなかったため開催しなかった。 

2/27・松江合同庁

舎 

3/27・いきいきプ

ラザ 

(9)生活福祉資 

 金運営研究協 

 議会 

 各市町村における現状や課題等について情報交

換を行い、生活福祉資金貸付事業の役割を再度振り

返り議論を深めることを通して、事業運営を向上さ

せることを目的に開催した。 

1.説明「他制度との関連について」 

2.説明「特例貸付借受人世帯への対応について」 

3.グループ討議 

(1)生活困窮者支援の取組み 

(2)特例貸付償還免除対象者へのフォローアップ 

1/25・オンライン・

18 市町村社協（31

名） 

2.臨時特例

つなぎ資

金貸付事

業 

(1)臨時特例つ 

 なぎ資金貸付 

 事業 

離職者を支援するための公的給付制度または公

的貸付制度を申請している住居のない離職者に対

して、給付金または貸付金の交付を受けるまでの当

面の生活費を貸し付けることにより自立を支援す

る本資金については、年度内の貸付実績はなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（臨時特例つなぎ資金の運用状況） 金額(円)

貸付中
件数

償還計画額 償還済額 未償還額 償還率 貸付残額

（期限後） 6 6.0%335,000 20,000 315,000 315,000



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

3.障がい児

等療養に

係る滞在

資金貸付

事業 

(1)障がい児等 

 療養に係る滞 

 在資金貸付事 

 業 

 県内医療機関での治療が困難な疾患のため、県外

医療機関に入院せざるを得ない育成医療の対象と

なる児童を有する家庭の経済的負担を軽減するよ

う、滞在費等の貸付けを行った。 

申請件数 1件 

貸付中件数 3件 

貸付金額 300千円 

償還完了件数 1件 

4.ひとり親

家庭高等

職業訓練

促進資金

貸付事業 

(1)入学準備金 

 就職準備金 

 市町村の実施する高等職業訓練促進給付金等事

業を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格

の取得を目指すひとり親家庭の親に対し高等職業

訓練促進資金を貸し付けることにより、資格取得と

自立の促進を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)住宅支援資 

 金 

自立に向けて意欲的に取り組むひとり親家庭の

親に対し住宅支援資金を貸し付けることにより、自

立の促進を支援した。 

 

 

 

 

 

 

5.児童養護

施設退所

者等自立

支援資金

貸付事業 

(1)児童養護施 

 設退所者等自 

 立支援資金貸 

 付事業 

児童養護施設等入所中又は里親等への委託中の

者及び児童養護施設を退所した者又は里親等への

委託が解除された者に対し資金を貸し付けること

により、円滑な自立を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

①入学準備金

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

0 0

②就職準備金

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

3 3600,000 600,000

0 0

 

③住宅支援資金

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

6 6 62,088,000 2,088,000 1,263,600

 

①生活支援費

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

1 1 3

②家賃支援費

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

1 1 3

1,800,000 1,800,000

1,332,000 1,332,000

1,800,000

1,308,000



〔基本施策 4〕地域生活定着促進事業の実施 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.地域生活

定着支援

センター

運営事業 

(1)コーディネ 

 ート業務 

施設出所者を対象として、必要な福祉サービス等

のニーズを確認し、事業所等へのあっせんまたは必

要なサービス等が受けられるよう支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

(2)フォローア 

 ップ業務 

矯正施設から出所した後、福祉事業所等の利用を

開始した対象者及び受け入れ先事業所に対し必要

な助言等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)相談支援業 

 務 

懲役もしくは禁固の刑の執行を受けた者や、保護

処分を受けた者に対する福祉サービス等の利用に

関して、関係者からの相談に応じ、助言及び必要な

支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)被疑者等支 

 援業務 

 保護観察所の依頼に基づき、刑事司法手続きの入

口段階にある高齢または障がいのある被疑者・被告

人等が、釈放後に自立した生活を営むことができる

よう生活環境を整える本業務は、今年度の実施はな

かったが、実施に向け、保護観察所と協議を行った。 

本年度実施なし 

 

9/15・松江保護観

察所にて協議 

 
 
 
 

件数 属性（内訳） 
帰住先（内訳） 

不調 調整中 
県内 県外 

25 件 

高齢者 4 件 2 件 1 件 0 件 1 件 

高齢・障がい者 1 件 1 件 0 件 0 件 0 件 

障がい者 20 件 5 件 8 件 1 件 6 件 

主な支援内容 

相談支援、居所の確保、介護保険の認定申請、療育手帳の交付申請、
精神障害者保健福祉手帳の交付申請、障害支援区分の認定申請、生活
保護の受給申請、福祉施設への入所等 

件数 属性(内訳) 

17 件 

高齢者 4 件 

高齢・障がい者 2 件 

障がい者 11 件 

主な支援内容 

病院受診同行、買い物同行、自助グループへの参
加支援、生活保護申請、介護保険の認定申請、療
育手帳の交付申請、合同支援会議の開催 等 

件数 相談者(内訳) 

4 件 

本人 2 件 

社会福祉施設 1 件 

その他 1 件 

主な内容 

本センターの支援状況、施設入所等 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.地域生活

定着支援

センター

運営事業 

(5)運営委員会 センターの公平かつ中立な運営を確保するため

の助言及び指導等、円滑な事業運営を行うために開

催した。 

（第 1回） 

1.報告事項 

(1)令和 3年度事業報告について 

(2)これまでの支援状況について 

2.協議事項 

(1)罪を犯した人の支援に携わる関係者の研修会に 

  ついて 

3.その他 

(1)更生支援コーディネーターの現状について 

(2)支援事例の紹介 

（第 2回） 

1.報告事項 

(1)令和 4年度業務実施状況について 

(2)刑余者支援事例検討会について 

2.協議事項 

(1)令和 5年度事業計画(案)について 

3.その他 

(1)地域再犯防止推進事業について 

(2)保護司による息の長い支援について 

[運営委員]社会福祉施設関係者、精神保健福祉関係

者、就労支援事業関係者、学識経験者、

司法関係者、保護観察所、県行政関係者、

県社協関係者 9 名 

 

 

 

7/27・いきいきプ

ラザ・委員 9 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/8・いきいきプラ

ザ・委員 8名 

(6)アドバイザ 

 ー会議 

特別調整対象者等の支援にあたり、専門的見地か

ら助言を得るために実施しているが、今年度の実施

はなかった。 

[アドバイザー]司法関係者、心理判定員、医療・保

健関係者、臨床心理関係者、県行政、

学識経験者 7名 

本年度開催なし 

(7)地域個別支 

 援調整会議 

 支援対象者に対する出所後の生活環境調整及び

フォローアップに関する協議を、保護観察所、帰住

予定地の行政、相談支援事業所、福祉施設、医療機

関等、地域密着の関係機関ネットワークにおいて、

矯正施設入所中から行った。（16 回） 

5/18、5/27、5/31、

6/6、7/7、8/16、

9/9、9/28、11/18、

12/21、1/26、2/2、

2/3、2/8、3/8、3/9 

(8)罪を犯した 

 人の支援に携 

 わる福祉関係 

 者のための研 

 修会 

高齢又は障害を有するために福祉の支援を必要

とする矯正施設出所者に対する支援の進め方や方

法などについて理解を深めることを目的として、連

絡会議加入事業所等を対象に研修会を行った。 

1.実践報告 

「島根県地域生活定着支援センターの取組み」 

2.講演 

「罪を犯した人に寄り添う支援のあり方とは」 

10/20・医療、福祉、

司法関係機関職

員・128 名（オンラ

イン参加有） 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.地域生活

定着支援

センター

運営事業 

(9)刑余者支援 

 事例検討会 

特別調整対象者等の支援にあたり、専門的見地か

ら助言を得るために実施しているが、今年度の実施

はなかった。 

[アドバイザー]司法関係者、心理判定員、医療・保

健関係者、臨床心理関係者、県行政、

学識経験者 7名 

本年度開催なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



推進項目 3 福祉人材の確保・育成・定着の推進 

〔基本施策 1〕多様な人材の参入促進 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.福祉人材

センター

運営事業 

(1)無料職業紹 

 介 

1.相談支援事業 

2.求人情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

3.資格取得に係る情報提供 

 福祉資格者養成施設の学生、介護職員基礎研修等

の受講者に対して就職ガイダンスを実施した。 

 

4.求職者向け「福祉のお仕事相談会」、他機関主催

事業での出張相談 

 

 

 

 

 

 

 

5．センター利用促進（広報） 

本センターWebサイトから求職者向けの情報を提

供するほか、一般求職者に向けた定期的な求人広告

への掲載等によりセンターの活用促進を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガイダンス（養成

校）5回・35名、（養

成機関）19回・159

名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイト訪問者数

70,159名、求人広告

への定期掲載月 1

回・3媒体・各 12回 

(2)しまねの福 

 祉職場合同相 

 談会(春・夏) 

県内の福祉職場に就職を希望する方に対し、求人

事業所が働きかたの説明や求職者からの相談に応

じ、当該職場や職種への理解を深めることを目的と

した相談会を開催した。 

 今年度は新たに雲南会場で開催し、求職者にとっ

て、より身近な地域でのマッチングを図った。併せ

て、参加法人紹介動画を事前及び終了後に Web で公

開し、視覚的な理解を深めた。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 松江 石見分室 計 

新規求人数 2,793 名 1,496 名 4,289 名 

新規求人件数 1,599 件 1,019 件 2,618 件 

新規求職者数 684 名 279 名 963 名 

就職人数 156 名 69 名 225 名 

（うち紹介状発行人数） 35 名 19 名 54 名 

場所 開催（年） 参加者数 

安来 ハローワーク安来 1 回 3 名 

雲南 ハローワーク雲南 2 回 3 名 

大田 ハローワーク石見大田 6 回 7 名 

益田 ハローワーク益田 5 回 10 名 

他機関主催事業での出張相談 18 回 51 名 

 

 期日 会場 参加法人数 参加者数 動画再生数 

出雲 4/23 出雲市役所 14 法人 6 名 
1,190 回 

松江 5/28 くにびきメッセ 20 法人 31 名 

雲南 8/20 雲南市役所 11 法人 18 名 437 回 

浜田 8/12 いわみーる 15 法人 33 名 582 回 

 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.福祉人材

センター

運営事業 

(3)運営委員会  福祉・職能団体・県行政等の代表者等から構成さ

れる運営委員会を開催し、福祉人材センター事業を

効果的に実施する方策について協議するとともに、

福祉関係機関・団体における現状を共有した。 

[委員]行政関係者、福祉関係団体関係者、福祉職能

団体関係者、福祉教育機関関係者、社協関係

者 20 名 

（第 1回） 

1.協議事項 

島根県福祉人材センター令和４年度事業の取組

みと方針と推進上の課題について 

2.情報提供（島根労働局、島根県労働委員会、島根

県商工労働部雇用政策課） 

（第 2回） 

1.島根県福祉人材センター事業について 

2.意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

6/22・オンライン、

18 名 

 

 

 

 

3/13・オンライン、

14 名 

 

2.福祉・介

護人材マ

ッチング

支援事業 

(1)求人求職開 

 拓及び就職相 

 談・支援 

1.事業所訪問・求人開拓 

 施設･事業所を訪問し、求人開拓や求人内容の改

善に関する相談等を行うとともに、求人票には表記

されない情報（職員の数や構成、職員研修の内容、

職場の雰囲気や福利厚生の内容など）の収集を行

い、就職支援に活用した。 

2.求人情報誌の発行 

求職者・就職支援機関等に「求人情報（月 1 回）」、

「新着情報（月 1 回）」を送付した。 

 

 

 

 

（訪問事業所数）

123 か所（うち新規

8 か所） 

 

 

 

 

 

 

(2)福祉・介護 

 の就職支援セ 

 ミナー 

福祉職場へ再就職を希望する者に対して、復職に

向けた支援セミナーを開催した。 

1.基調講演 

 「「笑う門にはいい介護」～介護の仕事って面白い

の？～」 

2.講義・演習 

（東部）介護の基本的理解 他 

（西部）基礎から応用までの介護技術 他 

 

 

11/13・くにびきメ

ッセ・32名、いわみ

ーる・12名 

（東部）11/29～30・

いきいきプラザ島

根・8名 

（西部）12/1～2・い

わみーる・8名 

(3)しまねの福 

 祉職場合同相 

 談会(秋) 

 県内の福祉サービス事業所の人材確保及び福祉

職場に就職を希望する求職者への支援を目的に実

施した。 

また、参加法人紹介動画を事前及び終了後に Web

で公開し、視覚的な理解を深めた。 

9/10、いきいきプ

ラザ島根、参加法

人 19法人、求職者

21 名 

動画再生回数732回 

 

 松江 石見分室 

「求人情報」送付者数（延べ） 2,104 名 791 名 

「新着求人情報」送付者数（延） 2,155 名 792 名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.福祉・介

護人材マ

ッチング

支援事業 

(4)福祉の職場 

 見学・体験 

福祉の仕事への就職を希望する者を対象として、

実際の職場の雰囲気やサービス内容を直接知って

もらうための職場見学・体験の機会を提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)採用活動向 

 上支援セミナ 

 ー 

 県内福祉サービス事業所における人材確保なら

びに定着に向け、生産性の向上や、そこから創出す

る新たな雇用等の取組みについて学んだ。 

1.行政説明『島根県における介護人材確保の状況』 

2.講義『福祉職場の生産性をあげる！職員が安心 

して働くことのできる職場となるために』 

3/11・オンライン・

41 法人 64 名 

(6)福祉人材の 

 定着に関する 

 調査 

 職業安定法に基づき就職後の追跡調査を行い「人

材サービス総合サイト」に掲載した。 

無期雇用 24 名調

査：うち 6か月以内

離職者 2 名 

(7)広報・啓発  福祉養成校等に在籍する学生や、その保護者等に

対して、LINE を活用して情報提供を行い、実施事業

の広報等を行うともに、センター利用を促進した。 

登録者数 3 月末現

在 84名 

 

3.介護職へ

の再就職

支援コー

ディネー

ト事業 

(1)介護職員求 

 人求職開拓及 

 び潜在有資格 

 者への就職支 

 援 

 離職した介護福祉士等の再就業を促進する観点

から、届出システム登録者に対する現況調査を行

い、効果的な支援を図った。 

(松江)登録者数 433

名、就職者数18名 

(石見)登録者数 248

名、就職者数12名 

(2)福祉職場相 

 談会 

求人事業所が、働きかた等の説明や求職者からの

相談に応じ、当該職場や職種への理解を深め、再就

職につなげることを目的とした相談会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.介護人材

確保・定

着推進事

業 

(1)教育関係者 

 等への「福祉 

 の仕事」理解 

 促進 

 進学や将来の職業選択に際し「福祉の仕事」への

興味や関心を高めるため、高等学校におけるガイダ

ンスを実施した。 

また、邑南町との共催により「高校生のための医療

福祉交流会」を実施し、高校生やその保護者に対す

る福祉分野への進学・就職についての理解促進を図

った。 

12/9・松江農林高

等学校・29 名 

2/12・矢上交流セ

ンター・11 名 

 

 見学者数（延） うち紹介者数 体験者数（延） うち紹介者数 

松江 154 名 29 名 9 名 2 名 

石見分室 74 名 13 名 4 名 1 名 

合計 228 名 42 名 13 名 3 名 

地区・会場 開催回数（年） 参加者数 

安来地区・アルテピア 1 回 16 名 

出雲地区・出雲市民会館 5 回 26 名 

雲南地区・ハローワーク雲南 1 回 2 名 

浜田地区・ハローワーク浜田 他 10 回 30 名 

大田地区・ハローワーク石見大田  5 回 8 名 

益田地区・ハローワーク益田 6 回 21 名 

      計 29 回 103 名 

 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

4.介護人材

確保・定

着推進事

業 

(2)介護事業所 

 におけるエル 

 ダー制度普及 

 支援 

 介護職員の早期離職を防ぐため、エルダー制度に

組織的・計画的に取組むことのできるよう、エルダ

ーや施設長を対象とした研修（育成研修、中間研修、

最終研修）や巡回相談を実施した。 

なお、本年度より施設長とエルダーの役割を明確

にする研修プログラムに一部見直しを図るととも

に、録画映像による研修等を取り入れ、各事業所の

育成計画に併せて取組ができるよう利便性を図っ

た。 

また、その成果報告を公開し、制度普及に向けた

パンフレットの作成・配布など、制度のさらなる普

及を図った。 

7事業所（所長7名、

エルダー8名）（施設

長研修）4/20～5/6、

（施設長 MT）5/10、

（エルダー研修）

5/20、（エルダー中

間研修）10/7（施設

長中間研修）10/20、

（最終研修・成果報

告会）2/17、（巡回相

談）2回・作成 1000

部、配付 627事業所 

5.保育士・

保育所支

援事業 

(1)保育士求人 

 求職開拓及び 

 就職相談・支 

 援 

 施設･事業所を訪問し、求人開拓や求人内容の改

善に関する相談等を行うとともに、求人票には表記

されない情報（職員の数や構成、職員研修の内容、

職場の雰囲気や福利厚生の内容など）の収集を行

い、就職支援に活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)しまね保育 

 人材バンクの 

 設置・運営 

離職した保育士の再就業を促進する観点から、届

出システム登録者に対する現況調査を行い、島根県

福祉人材センターの求職登録につなげるなど、効果

的な支援を図った。 

(松江)登録者数333

名、就職者数7名 

(石見)登録者数 76

名、就職者数2名 

(3)しまね保育 

 士確保・定着 

 推進会議  

 全県的な保育士確保及と定着を促進するため、課

題の共有や解決方策についての意見交換を行った。 

[委員]市町村行政関係者、学識経験者、保育所経営

者、保育士養成施設関係者、就職支援機関関

係者等 13 名 

（第 1回） 

1.本県における保育士確保・定着の現状共有と課

題の整理 

2.委員所属各機関・団体における取組み（現状お

よび今後の取組方針） 

3.政策目標の策定に向けた今後のスケジュール 

（第 2回） 

「しまねの保育士」育成から確保・定着に向けて 

 の取組みについて 

（第 3回） 

若年層に対する「保育士の職業の魅力発信」の取組

みについて 

(第 1回) 7/22 

(第 2回)12/13 

(第 3回) 2/28 

 松江 石見分室 計 

訪問事業所数 19 か所 21 か所 40 か所 

新規求人数 551 名 125 名 676 名 

新規求職者数 166 名 62 名 228 名 

就職人数 60 名 18 名 78 名 

（うち紹介状発行人数） 9 名 5 名 14 名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

5.保育士・

育所支援

事業 

(4)保育の職場 

 合同相談会 

 (冬) 

保育事業所の人材確保及び潜在有資格者等の復

職支援を目的に実施した。また、参加法人紹介動画

を事前及び終了後に Web で公開し、視覚的な理解を

深めた。 

1/15、いきいきプラ

ザ島根、参加法人

（保育）11法人、（参

加者）求職者4名、

その他1名、動画再

生回数436回 

(5)しまねの保 

 育士就職・お 

 仕事応援セミ 

 ナー 

 保育士有資格者の復職就職に向けての学び直し、

および非正規雇用職員の雇用条件の改善等に向け

た職場定着に向けて、知識・技術の習得のためのセ

ミナーを行った。なお、本年度は参加対象の拡大な

らびにオンライン参加形態を追加したことから、参

加者の増につながった。 

また、個別相談の時間を設け、参加者のうち復職

を希望する者の相談に応じるなど、就職への動機づ

けを図った。 

A コース 11/3・15

名、Bコース 11/6・

20 名、C コース

11/19・19名 

(6)保育のお仕 

 事見学・体験 

 保育の仕事への就職を希望する者を対象として、

実際の職場の雰囲気やサービス内容を直接知って

もらうための職場見学・体験の機会を提供した。 

（松江）見学35名・

うち就職7名、体験

6 名・うち就職 1

名 、（石見）見学14

名、うち就職4名、

体験 1名、うち就職

0名 

(7)保育所にお 

 けるエルダー 

 制度普及支援 

 新人職員の早期離職を防ぐため、エルダー制度導

入のための研修（育成研修、最終研修）やフォロー

アップ、巡回相談などを実施した。 

なお、本年度より、施設長に対するフォローアッ

プ研修を開始したことにより、組織内でのさらなる

制度定着を図った。また、その成果報告を公開する

等、制度の普及を図った。 

12 事業所（所長 12

名、エルダー17名）、

育成研修4/26、フォ

ローアップカフェ

10/11、振り返り研

修会10/26、成果報

告会2/7、巡回相談

1回 

(8)センター認 

 知度向上のた 

 めの普及啓発 

 保育士・保育所支援センターの Web サイトにおい

て求職者に有益な情報を提供するとともに、SNS や

求人情報誌を活用して情報発信することにより、保

育士・保育所支援センターの活用促進を図った。 

 届出者向け情報紙「しまねで保育士」を定期的に

発刊し、情報発信を行った。 

 

 

 

 

年 3回発行（5月、

8月、12月） 

(9)保育士養成 

 校での就職ガ 

 イダンス 

 県内や県外の保育士養成校に在籍する学生に対

して、県内の求人状況や就職活動の方法等を案内

し、県内保育所への就職意欲を喚起した。 

計 9回、延べ 101 名 

 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

5.保育士・

育所支援

事業 

(10)保育の職

場合同相談会 

県内の保育職場に就職を希望する方に対し、求人

事業所が働きかたの説明や求職者からの相談に応

じ、当該職場や職種への理解を深めることを目的と

した相談会を開催した。 

また、参加法人紹介動画を事前及び終了後に Web

で公開し、視覚的な理解を深めた（「しまねの福祉

職場合同相談会（春・夏）」として開催）。 

（出雲会場）4/23・

参加法人 11 法人・

求職者 11名 

（松江会場）5/28・

参加法人 10 法人、

求職者 21名 

（雲南会場）8/20・

参加法人 3法人、求

職者 4名 

（浜田会場）8/12・

参加法人 5法人・求

職者 6名 

(11)保育士養 

 成校における 

 学生と保育所 

 との相談会 

 保育士養成校において、在籍する学生を対象に、

県内保育事業所との就職相談会を開催した。 

（トリニティカレ

ッジ出雲医療福祉

専門学校）6/3・参

加法人 6法人、学生

25 名、7/6・4法人・

25 名、7/8・3法人・

25 名 

（美作大学）参加

法人 7法人、学生 9

名 

(12)学生と保 

 育所職員との 

 交流会 

 県内で実施する事業に直接参加することが難し

い県外の保育士養成校で学ぶ学生等に対し、県内保

育所等を知る機会を提供することを目的とした交

流事業（トークライブ online）を実施した。 

1/14、オンライン・

動画配信・会場閲

覧（くにびきメッ

セ）、参加法人 5 法

人、観覧者 28名 

(13)離島・県西 

 部の保育所に 

 おける人材確 

 保への旅費助 

 成 

 県西部･隠岐地域の保育所職員が、県内外の保育

士養成校等に出向き、事業所説明等を行う際の旅費

を助成する。 

0 件（新型コロナウ

ィルス感染拡大に

より県外での事業

はオンラインで実

施したため） 

(14)保育実習 

 生に対する旅 

 費支援 

 県外に在籍する学生で、島根での就職に興味があ

るものに対して、保育実習等に参加する際にかかる

旅費の一部を助成した。 

24 件 165,000 円 

6.介護等体

験事業 

(1)福祉施設に 

 おける介護等 

 体験の受入調 

 整 

介護等体験特例法に基づき、小・中学校教諭の免

許取得を目指す学生に対し、個人の尊厳や社会連帯

の理念に関する認識を深めるための社会福祉施設

での介護等体験に係る受入を調整した。 

調整 16 名 

 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

7.修学資金

等貸付 

(1)介護福祉士 

 修学資金等貸 

 付事業 

 質の高い介護福祉士及び社会福祉士の養成確保

に資することを目的に養成施設等に修学し、卒業後

又は資格取得後県内施設において介護福祉士等の

業務に従事しようとする者に対し修学資金の貸付

を行った。 

 また、潜在介護福祉士の呼び戻しを促進すること

を目的に再就職するための準備資金、障がい福祉分

野への就職を促進するための就職支援金の貸付を

行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①介護福祉士等修学資金（募集人数：50名）

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

介護福祉士 37 36 66

社会福祉士 2 2 6

②介護福祉士実務者研修受講資金（募集人数：60名）

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

40 38

③離職介護再就職準備金（募集人数：10名）

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

5 5

④障がい福祉分野就職支援金（募集人数：20名）

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

3 3600,000 600,000

6,337,842

2,000,0002,000,000

2,561,780 2,561,780

46,678,000

3,172,640

53,233,360 51,953,360

6,107,842



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

7.修学資金

等貸付 

(2)保育士修学 

 資金等貸付事 

 業 

 質の高い保育士の養成確保に資することを目的

に養成施設等に修学し、卒業後県内施設において保

育分野の業務に従事しようとする者に対し修学資

金の貸付を行った。 

 また、潜在保育士の呼び戻しを促進することを目

的に当該保育士の未就学児の保育料の一部や就職

準備金の貸付を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)福祉系高校 

 修学資金貸付 

 県内の福祉系高校に在学し介護福祉士の資格取

得を目指し、卒業後に島根県内で介護等の職に就こ

うとする高校生に対し修学資金の貸付を行った。 

 

 

 

 

 

(4)介護分野就 

 職支援金貸付 

 他業種で働いていた方等の介護分野における介

護職としての参入を促進するため、就職の際に必要

な経費にかかる支援金の貸付を行った。 

 

 

 

 
 

 

 

 

①保育士修学資金（募集人数：90名）

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

159

②保育補助者雇上費貸付（募集事業所：5事業所）

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

1 1 2

③保育料一部貸付（募集人数：30名）

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

24 24 34

④子どもの預かり支援事業利用料金一部貸付（募集人数：5名）

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

1 1 1

⑤就職準備金（募集人数：5名）

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

1 1

104,110,930

5,217,424

2,628,000

108,000

400,000

6,895,238

216,000 216,000

2,983,0002,983,000

6,895,238

400,000

 

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

1 1 6440,000 440,000 850,000

 

申込状況 貸付決定状況

件数 金額(円) 件数 金額(円)

14 142,683,000 2,683,000



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

7.修学資金

等貸付 

(5)保育士修学 

 資金(家賃)貸 

 付 

 石見・隠岐地域等の保育士確保に資するため、当

該地域出身者が県内養成施設に修学し、卒業後石

見・隠岐地域の施設において保育分野の業務に従事

しようとする者に対し、家賃の貸付を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

⑥保育士修学資金（家賃貸付）（募集人数：25名）

申込状況 貸付決定状況 年度内送金状況

件数 金額(円) 件数 金額(円) 件数 金額(円)

14 13 23

※辞退1件

13,440,000 12,480,000 10,560,000



〔基本施策 2〕安心・安定して働き続けられる職場づくりの推進 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.エルダー

制度普及

支援(再

掲) 

(1)エルダー制 

 度普及支援 

 (再掲) 

介護事業所におけるエルダー制度普及支援 

※P〇〇参照 

保育所におけるエルダー制度普及支援 

※P〇〇参照 

 

2.福祉サー

ビス事業

従事者研

修事業 

(1)生涯研修課 

 程 

「令和４年度 福祉サービス事業従事者研修 実施状況一覧」のとおり 

 

実施研修数 64 コース⇒59 コースに変更 

※変更内容 

・新型コロナ感染拡大防止により中止：3 コース 

・受講申込がなかったため中止：2コース 

(2)人事マネジ 

 メント研修 

(3)経営マネジ 

 メント研修 

(4)業種・職種 

 別研修 

(5)資格支援研 

 修 

3.研修事業

における

e ラーニ

ング運用 

(1)研修事業に 

 おける eラー 

 ニング運用 

 受講環境の効率化を目的として、ｅラーニングに

よる研修を 2 コース（会計実務研修（上級コース）、

監事研修）拡大し 15 コースで実施した。 

導入研修：15コース 

4.研修受講

サポート

システム

の運用 

(1)研修受講サ 

 ポートシステ 

 ムの運用 

 法人における職員の受講履歴の管理のもとキャ

リア形成に向けた計画的な受講を促進するととも

に受講環境の効率化を目的として、研修受講サポー

トシステムを 9コースで導入した。 

導入研修：9 コース

（保育士等キャリ

アアップ研修 8 コ

ース、新任保育士・

保育教諭研修） 

5.事業者の

人 材 育

成・定着

に向けた

個別支援 

(1)職場研修サ 

 ポート事業 

 法人・事業所単位で実施される職場研修の取り組

みを支援するため、職能団体や県内養成校等の協力

のもと講師派遣を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

派遣件数：57件 

6.地域にお

ける公益

的な取組

の情報発

信 

(1)地域におけ 

 る公益的な取 

 組の情報発信 

社会福祉法人・事業所の魅力ある職場づくりを促

進するため、県内社会福祉法人が実施する「地域に

おける公益的な取組」の事例を公募し、本会ホーム

ページ上で周知した。 

13 法人・17 事例掲

載 

 

派遣団体 派遣数 

島根県介護福祉士会 13 

島根県社会福祉士会 24 

島根県精神保健福祉士会 2 

島根県看護協会 6 

島根県認知症介護指導者連絡会 2 

島根県理学療法士会 2 

株式会社おはつ 2 

Meeting Point 4 

その他（個人・県 等） 2 

合計 57 

 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

7.福祉経営

支援事業 

(1)経営指導員 

 専門相談員

（公認会計士・ 

 社会保険労務 

 士）による経 

 営相談 

社会福祉法人・施設を対象に、会計・人事労務・

法人（施設）運営等、経営の諸課題、決算整理に関

する相談に対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)社会保険労 

 務士による労 

 務相談会 

毎月１回相談日を設け、専門相談員（特定社会保

険労務士）が人事・労務管理の実務に関する個別相

談に応じた。 

4回・5法人・8件 

(3)経営分析サ 

 ービス 

社会福祉施設･事業所の経営分析を行い、文書通

知により経営改善に向けた個別サポートを行った。 

85か所 

（高齢者施設42・保 

育所 43） 

(4)職場研修等 

 への経営指導 

 員派遣 

社会福祉施設等の役職員が参加する研修等に専

門相談員・経営指導員を派遣し、経営に関する指導

を行った。 

浜田市保育連盟 労

務管理研修・会計研

修 

(5)経営指導連 

 絡協議会 

事業者団体・県行政等の代表者等から構成された

メンバーによる連絡協議会を開催し、経営指導事業

を円滑かつ効果的に実施する方策について協議し

た。（1 回） 

1.県からの担当分野の説明・報告 

2.各団体等から取組状況について説明・報告 

3.社会福祉法人及び施設・事業経営に係る意見交換 

2/3・いきいきプラ

ザ島根・9名 

 
 
 
 
 
 

電話 来所 文書 訪問 その他 計 

257 7 207 1 5 477 

（相談方法） 単位：件 

施設別 
／内容 

法
人 
運
営 

入
所 
処
遇 

施
設 
経
営 

職
員 
処
遇 

会
計 
経
理 

安
全 
防
災 

衛
生 
管
理 

施
設 
整
備 

労
使 
問
題 

地
域 
交
流 

そ
の
他 

計 

高 齢 7 0 49 5 135 0 0 0 0 0 0 196 

障がい 1 0 1 2 43 0 0 0 0 0 0 47 

児 童 2 0 45 4 139 0 0 0 0 0 0 190 

その他 3 0 0 0 41 0 0 0 0 0 0 44 

合 計 13 0 95 11 358 0 0 0 0 0 0 477 

（相談実績） 単位：件 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

7.福祉経営

支援事業 

(6)法人連携推 

 進セミナー 

社会福祉法人を取り巻く情勢を理解するととも

に、法人間連携のメリットや有効な進め方について

学ぶことにより、本県での法人間連携の推進に資す

ることを目的にセミナーを開催した。 

1.事例報告①「さぬき市における法人間連携の取り 

組みについて」 

2.事例報告②「社会福祉連携推進法人日の出医療福 

祉グループの取り組みについて」 

3 講義「社会福祉法人を取り巻く環境と事業展開」 

12/6・島根県民会

館・49 名 

8.新型コロ

ナウイル

ス感染症

発生施設

への介護

職員等の

派遣調整 

(1)新型コロナ 

 ウイルス感染 

 症発生施設へ 

 の介護職員等 

 の派遣調整 

入所系の高齢者施設・障害者支援施設等で新型コロ

ナウイルス感染症の発生によりサービス提供の継

続が困難となった場合に、施設の要請に応じて外部

から応援職員を派遣する制度について、派遣調整業

務を県から受託・実施した。 

高齢：調整依頼 10

件、うち派遣調整9

件、のべ調整人数53

名 

障がい：調整依頼2

件、うち派遣調整2

件、のべ調整人数17

名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
  



  



  



推進項目 4 災害時福祉支援活動の推進 

〔基本施策 1〕災害時における福祉的支援活動の基盤強化 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.市町村災

害ボラン

ティアセ

ンター支

援事業 

(1)災害ボラン 

 ティアセンタ 

 ー運営マネジ 

 メント研修 

災害ボランティアセンター設置・運営及び、災害

下における法人事業運営全般に係る総合的なマネ

ジメントを担うことができる人材を養成すること

を目的として開催した。 

1.説明「発災初動期における被災者支援対応の進め

方について」 

2.講義・演習「災害 VC 運営に必要となる多様な主

体との連携・協働について」 

1/11・くにびきメッ

セ・32名 

(2)市町村災害 

 ボランティア 

 センター運営 

 者養成講座 

地元を中心とした協働による災害ボランティア

センター運営の意義や、コーディネーターの役割・

視点を理解し、被災者本位の支援活動を行うことの

できる災害ボランティアセンター運営者を養成す

ることを目的に開催した。 

1.報告｢出雲市災害ボランティアセンター｣（豪雨災

害への対応）｣ 

2.講義｢災害ボランティアセンターの基本理解と運

営者の視点｣ 

3.講義・演習｢災害ボランティアセンターの運営・

コーディネーターの役割について｣ 

6/26・いわみーる・

39 名（オンライン

参加有） 

(3)市町村災害 

 ボランティア 

 センター立ち 

 上げ訓練 

災害が発生した際に、速やかに災害ボランティア

センターを立ち上げ、被災者本位の支援活動が行え

るよう、立ち上げ訓練を実施した。 

1.講義・演習 

｢災害ボランティアセンターにおける地域住民・

他機関等との協働について｣ 

2.演習 

｢災害ボランティアセンター運営訓練（ロールプ

レイ）｣ 

3.まとめ 

9/11・仁摩農村環

境改善センター

（大田市）・67名 

 

11/9・出羽公民館

（邑南町）・67名 

 

(4)災害ボラン 

 ティアバンク 

 の運営と企業 

 登録の促進 

 災害時にボランティアとして活動する意思のあ

る個人又は団体の登録受け付けや登録継続の確認

等を行うとともに、災害発生時に迅速かつ円滑な支

援活動が行えるよう、情報提供等を行った。 

個人登録者：130 名 

団体登録者：25 団

体（38,390 名） 

(5) 島根大学・ 

 島根県立大学 

 学生災害ボラ 

 ンティア助成 

 事業 

※助成対象となる事由が発生しなかった。  

 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.災害派遣

福祉チー

ムの体制

強化 

(1)しまね災害 

 福祉広域支援 

 ネットワーク 

 会議 

県内の福祉関係団体が連携して災害福祉広域支

援活動を行うことを目的とした「災害福祉広域支援

ネットワーク」を円滑かつ効果的に運用するため開

催した。 

［委員］福祉関係団体、災害支援団体、行政機関 

21名 

1.副委員長の選任について 

2.令和 4 年度しまね災害福祉広域支援ネットワークの

運営状況について 

3.全国老施協 DWAT について 

4.令和 5 年度事業運営方針(案)について 

5.行政説明(県地域福祉課・健康福祉総務課・原子

力安全対策課) 

3/23・サンラポー

むらくも・13名 

(2)災害派遣福 

 祉チーム訓練 

 研修（登録・ 

 継続） 

しまね災害福祉広域支援ネットワーク運営要領

に基づき、災害派遣福祉チーム(しまね DWAT)員と

なる者が、被災地における支援活動を行うために必

要な知識及び技術等を身につけることを目的に実

施した。 

（登録研修） 

1.講義「しまね災害福祉広域支援ネットワークの仕

組みと災害派遣福祉チーム(しまね DWAT)の活動

内容」 

2.演習 1「ディスカッション～避難所における福祉

ニーズを考える」 

3.体験「テント・段ボールベッドの設営」 

4.演習 2「一般避難所での災害派遣福祉チームの活

動」 

（継続研修） 

1.講義「派遣事例から考える災害時要配慮者支援～

京都 DWAT が出会った災害時要配慮者」 

2.演習「災害時の避難所活動シミュレーション（導

入編）」 

新規登録者32名 

 

 

 

 

東部：12/7・くにび

きメッセ・21名 

西部：12/16・いわみ

ーる・13名 

 

 

 

 

 

2/18・くにびきメッ

セ・19名 

(3)県総合防災 

 訓練への参加 

県が実施する総合防災訓練にしまね DWAT として

参加し、避難所設営・運営訓練を行った。 

10/16・隠岐水産高

校・5名 

(4)チームリー 

 ダー養成の検 

 討 

DWAT のチームリーダーを担うことのできる人材

の養成を進めるため、「しまね DWAT チームリーダー

養成検討会」を開催した。 

［構成員］先遣隊リーダー、島根県社会福祉法人経

営青年会正副会長 6 名 

（第 1回） 

1.DWAT チームリーダー養成等について 

2.令和 4 年度 DWAT 継続研修について 

（第 2回） 

1.第 1回検討会まとめ 

2.令和 4 年度継続研修会の振り返り 

3.しまね DWAT 企画調整会議設置要綱について 

 

 

 

 

 

12/12・いきいきプ

ラザ島根・5 名 

 

2/28・いきいきプ

ラザ島根・4 名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.災害派遣

福祉チー

ムの体制

強化 

(5)協力施設・ 

 事業所と福祉 

 専門職の登録 

 促進 

しまね災害福祉広域支援ネットワーク運営要領

に基づき、しまね DWAT のチーム員となる者を県内

福祉事業所から募集し、登録した。 

福祉専門職チーム

員登録認定者数 

221 名 

協力事業所・法人数 

123 事業所・法人 

(6)BCP 策定推 

 進セミナー 

社会福祉施設・事業所向け新型コロナウイルス感

染症発生時における業務継続計画（BCP）策定を促

進するセミナーを島根県社会福祉法人経営者協議

会と共催で開催した。 

8/17・オンライン・

54名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



推進項目 5 市町村社協、社会福祉関係団体等との連携強化 

〔基本施策 1〕市町村社協、社会福祉関係団体等との連携強化 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.市町村社

協、社会

福祉施設

等との連

携強化 

(1)社協トップ 

 ミーティング 

市町村社協と県社協のトップが一堂に会し、社協

に求められる今日的課題の共有と解決に向けての

協議を行った。 

（内容） 

1 説明・協議｢令和 5年度島根県の社会福祉政策へ

の提案・要望について｣ 

2 行政説明｢島根県の地域福祉施策動向と市町村社

協への期待｣ 

3 実践報告 浜田市社協 

10/4･浜田ワシント

ンホテルプラザ･市

町村社協会長、事務

局長等･52名 

(2)社協トップ 

 セミナー 

社協に求められる役割等への理解を深め、各社協

経営に活かすことを目的に開催した。 

（内容） 

1 説明｢県社協令和 5 年度主要事業について｣ 

2 説明｢令和 5年度以降の社協会費について」 

2/7･松江エクセル

ホテル東急･市町村

社協会長、事務局長

等･53名 

(3)市町村社協 

 事務局長会議 

社協事業を取り巻く情勢や本会の事業計画等の

説明を通じ、市町村社協の次年度事業計画等に結び

付けることを目的に開催した。 

1.令和 5 年度事業計画(案)の概要等について 

2.令和 5 年度事業計画の新規・主要事業・関連行事

予定について 

3.令和 5 年度以降の社協会費について 

3/3・松江テルサ（オ

ンライン参加有）・

市町村社協事務局

長・18名 

(4)市町村社協 

 総務担当部課 

 長・担当者会 

 議 

総務担当部門が担う諸課題についての情報提供・

情報共有等を行うこと目的に開催した。 

1.インボイス制度への対応等について 

3/16・オンライン・

市町村社協総務担

当部・課長等・28名 

2.市町村社

協・民間

福祉団体

等への活

動支援 

(1)市町村社協 

 会長会運営へ 

 の協力 

市町村社協会長会が主催する会議・研修会の事務

局運営を行った。 

1.監査会、役員会、総会、研修会の開催 

2.研修会の開催 

｢地域共生社会に向けた社協への期待｣ 

（役員会）7/13･オ

ンライン･市町村社

協会長・11名 

（総会･研修会）

7/13･オンライン･

市町村社協会長･23

名 

(2)民間福祉助 

 成事業の情報 

 提供等 

各種民間団体が公募する民間助成金の情報をま

とめ、「島根いきいき広場」で情報提供するととも

に、「民間助成ニュース速報」として、電子メール

またはＦＡＸで情報提供を行った。 

年間 24回 

 
 
 
 
 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.市町村社

協・民間

福祉団体

等への活

動支援 

(3)全国民生委

員互助共励事

業 

1.指定民生委員児童委員協議会の指定 

 県内の 2地区の単位民児協を指定し、民児協運営

の充実強化と地域福祉活動の振興を通じて民生委

員・児童委員活動の活性化を図った。 

2.互助事業 

 会員の弔慰、見舞金等の給付事業を実施した。 
 

（給付実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（R3～R4年度指定） 

松江市法吉地区民

児協、安来市安来地

区民児協 

(4)民間社会福 

 祉施設職員等 

 共済制度の運 

 営 

民間社会福祉施設等に従事する職員に対する退

職手当金の支給を行うとともに、新規法人の加入促

進を図った。 

1.運営委員会の開催 

(第 1回) 

(1)委員長・副委員長の選任 

(2)令和 3年度事業報告について 

(3)令和 3年度収支決算について 

(第 2回) 

(1)令和 4年度補正予算について 

(2)令和 5年度事業計画について 

(3)令和 5年度収支予算について 

2.被共済職員の状況 

加入法人：127 法人 

加入事業所数：515 事業所 

加入職員数：8,153 名 

3.退職手当金の支給 

支給人数：695 名 

支給総額：59,639,464 円 

4.加入者の状況(令和 4年 4月 1 日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

6/10・いきいきプラ

ザ・7名 

 

 

3/10・いきいきプラ

ザ・7名 

(5)民間福祉団 

 体研修（全国・ 

 中国ブロッ 

 ク）助成 

※申請がなかったので助成を行わなかった。  

 

     

 

福祉医療機構加入 県共済会加入 

事業所数 人 員 事業所数 人 員 

合   計 1,029 12,812 515 8,153 

 

種別 件数 種別 件数 

一般死亡 5 退任（9 年未満） 369 

配偶者死亡 12 退任（9 年以上） 240 

傷病（2 月未満） 3 退任（15 年以上） 115 

傷病（2 月以上） 26 公務死亡 0 

災害見舞（全壊・大規模半壊） 0 公務傷害 2 

災害見舞（半壊・準半壊） 0 公務疾病 0 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

3.島根県社

会福祉団

体連絡協

議会との

連携 

(1)島根県社会 

 福祉団体連絡 

 協議会との連 

 携 

「令和 5 年度社会福祉政策への提言・要望」事項

を取りまとめ、島根県市町村社会福祉協議会会長会

との連名により島根県知事に提出した。 

 

 

4.島根県の

社会福祉

施策に対

する政策

提言 

(1)島根県の社 

 会福祉施策に 

 対する政策提 

 言 

島根県社会福祉団体連絡協議会会長と島根県市

町村社協会長会会長との連名により、「令和 5 年度

社会福祉政策への提言・要望」を島根県知事に提出

した。 

（政策提言・要望活動の内容） 

1.地域共生社会の実現に向けた基盤の強化 

2.総合的な権利擁護体制の確立 

3.福祉人材の確保・育成・定着の対策強化 

4.災害福祉支援活動の強化に向けた体制整備 

10/7・県庁・9名 

5.社会福祉

法人の地

域公益活

動の促進 

(1)社会福祉法 

 人の地域公益 

 活動の促進 

前年度の社会福祉法人現況報告書において「地域

における公益的な取組」の記載がなかった法人に対

して個別の働きかけを行った結果、記載率が98.9％

（263/266）となった。 

また、市町域の社会福祉法人連絡会の取組み促進

の観点から、全社協が主催する「地域生活課題の解

決に向けたソーシャルワーク研修 講師養成研修

会」への受講者推薦を行った。 

 

 

 

 

12/7・オンライン・

1 名 

6.市町村社

協現況調

査の実施 

(1)市町村社協 

 現況調査の実 

 施 

県内 19 市町村社協の事業・活動内容について調

査し、取りまとめた。 

1 月・関係機関、団

体へ配布（PDF） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



推進項目 6 積極的な PR 活動の展開 

〔基本施策 1〕積極的な PR 活動の展開 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.啓発広報

事業 

(1)しまね県民 

 福祉大会の開 

 催 

県民及び社会福祉関係者が集い、連携・協働によ

る島根の地域共生社会づくりを推進することを目

的に開催した。 

（内容） 

1.県社協会長表彰及び感謝状の贈呈 

 

 

 

 

 

 

 

2.講演 

講師 一般社団法人 人口減少対策総合研究所 

理事長 河合 雅司 氏 

 演題 人口減少が引き起こす問題と島根県に対 

する処方箋 

3.障がい者就労支援事業所による製品販売 

「しふくのマルシェ」10事業所出店 

10/8・島根県民会

館「大ホール」・福

祉関係者、一般県

民・約 520 名 

(2)県民向け広 

 報紙による情 

 報発信 

県民向け広報誌「暖暖だより」の発行 

（内容） 

1.「しまねの社協」の活動をウェブサイトで発信！

（WEB ページ「しまねの社協がそこにある」紹介） 

2.島根県福祉人材センターのお知らせ 

3.読者プレゼント 

（障がい福祉事業所 3 箇所 計 15 名） 

2/12・山陰中央新報

「りびえーる」への

掲載 

(3) 会員向け

「島根県社協 

 通信」による 

 情報発信 

会員向け情報誌「県社協通信」の発行 

（内容） 

本会が実施する事業等についての情報等 

毎月発行（12回） 

(4)ホームペー 

 ジによる情報 

 発信 

法人情報、各事業の周知、新型コロナウイルス特

例貸付等の緊急情報、事業成果物の掲示、ブログ「今

週の県社協」等について、ホームページの更新を随

時行った。 

随時 

(5)SNS 等を活 

 用した情報発 

 信 

Facebook により本会事業に係る情報発信を随時

行った。 

随時 

 
 
 
 
 

表彰区分 表彰数 

民生委員・児童委員功労者表彰 31 名 

施設・社協・団体等役職員功労者表彰 7 名 

優良施設・社協・団体功労表彰 2 団体 

永年勤続功労者表彰 52 名 

社会福祉事業協助者・団体感謝 2 名・2 団体 

 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.啓発広報

事業 

(6)70周年記 

 念・10年小史 

 (平成24年～ 

 令和3年)の作 

 成 

本会創立 70 周年を記念し「島根県社会福祉協議

会 70周年記念 10 年小史～未来への想いを込め、こ

の 10年を振り返る～」を作成した。 

（内容） 

第 1 章 島根県社協の 10年 

第 2 章 特集 

「Part1.ふくし立国しまねの創造」 

「Part2.災害福祉支援」 

第 3 章 市町村社協の活動 

第 4 章 10 年後に向かって 

12 月発行・体裁 A4

版 64頁・1500 部 

2.会議、研

修会等 

(1)社協広報研 

 修会の開催 

「オールしまね社協ブランド」構築に向け、県内

社協の WEB 情報発信に関する知識・技術を高めるこ

とを目的に開催した。 

（テーマ） 

“伝わる・次につなげる”WEB 発信のライティング

スキル 

2/21･いきいきプラ

ザ島根・市町村社協

職員・本会職員 65

名（オンライン参加

有） 

 

〔基本施策２〕広聴活動 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.若者世代 

への広聴

活動 

(1)3days イン 

 ターンシップ 

 の実施 

特に若年層への広聴活動として、インターンシッ

プに参加した学生が「県社協事業への提案・アイデ

ア」をプレゼンテーションするプログラムを設け、

意見を聴取した。 

A日程:2/15～17、B

日程:2/27～3/1･い

きいきプラザしま

ね･A日程:4名、B日

程:7名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



推進項目 7 本会経営基盤の強化 

〔基本施策 1〕本会経営基盤の強化 

項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.適正な法

人運営と

ガバナン

スの強化 

(1)理事会 （第 230 回） 

1.諸規程の制定及び改正 

2.令和 3 年度事業報告 

3.令和 3 年度一般会計及び生活福祉資金会計収支

決算 

4.令和 4 年度生活福祉資金会計収支補正予算 

5.評議員の補充選任候補者の評議員選任委員会へ

の推薦 

6.評議員選任委員会委員の選任 

7.理事の補充選任候補者の評議員会への推薦 

8.第 174 回評議員会の開催 

（第 231 回） 

1.事務局長の辞任及び専任 

（第 232 回） 

1.令和 4 年度一般会計及び生活福祉資金会計収支

補正予算 

2.令和 5 年度事業計画 

3.令和 5 年度一般会計及び生活福祉資金会計収支

予算 

4.定款の変更 

5.諸規程の制定、改正及び廃止 

6.保険事業者との間で締結する役員等賠償責任保

険の内容 

7.第 175 回評議員会の開催 

6/8・いきいきプラ

ザ・11名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7/13・書面表決 

 

3/17・いきいきプラ

ザ・11名 

(2)評議員会 （第 174 回） 

1.令和 3 年度事業報告 

2.令和 3 年度一般会計及び生活福祉資金会計収支

決算 

3.令和 4 年度生活福祉資金会計収支補正予算 

4.理事の補充選任 

（第 175 回） 

1.令和 4 年度一般会計及び生活福祉資金会計収支

補正予算 

2.令和 5 年度事業計画 

3.令和 5 年度一般会計及び生活福祉資金会計収支

予算 

4.定款変更 

6/27・いきいきプラ

ザ・21名 

 

 

 

 

3/28・いきいきプラ

ザ・19名 

 

 

(3)監査会 令和 3年度の理事の業務の執行状況、財産の状況

及び事業の執行状況について監事による監査を行

った。 

5/27・いきいきプラ

ザ・2名 

 
 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

1.適正な法

人運営と

ガバナン

スの強化 

(4)正副会長会 理事会提出議案について協議するとともに、事業

の進捗状況の確認や課題を検討することを目的に

開催した。 

（第 1回） 

1.令和 3 年度事業報告及び決算の概要 

2.令和 4 年度生活福祉資金会計補正予算 

3.諸規程の制定、改正及び廃止 

4.評議員の補充選任候補者の評議員選任委員会へ

の推薦 

5.評議員選任委員会委員の選任 

6.理事の補充選任候補者の評議員会への推薦 

（第 2回） 

1.令和 5 年度新規・重点事業等 

2.令和 5 年度以降の市町村社協会費 

（第 3回） 

1.令和 4 年度補正予算 

2.令和 5 年度事業計画及び予算の概要 

3.定款変更及び諸規程の改正 

4.視察研修 

 

 

 

6/1・いきいきプラ

ザ・4名 

 

 

 

 

 

 

2/1・いきいきプラ

ザ・3名 

 

3/8・いわみーる・4

名 

(5)評議員選任

委員会 

辞任した評議員の後任者となる評議員の選任を

行った。 

6/10・書面表決 

(6)島根県運営

適正化委員会

委員選考委員

会 

任期満了による島根県運営適正化委員会委員の

選任を行った。 

11/1・書面表決 

(7)理事研修会 社協トップセミナーの開催に併せて開催予定で

あったが講師都合により中止 

 

(8)基金管理委 

 員会 

基金を活用した事業の基本方針及び基金の管理

に関する審議を行うことを目的に開催した。 

（第 1回） 

1.令和 3 年度基金管理状況 

2.令和 3 年度基金事業実施状況 

（第 2回） 

1.令和 4 年度基金管理状況について 

2.令和 5 年度基金事業計画について 

3.令和 5 年度基金管理方針について 

 

 

7/11・いきいきプラ

ザ・8名 

 

3/1・いきいきプラ

ザ・8名 

(9)内部管理体 

 制の構築 

新型コロナウイルス感染症防止のための対応方

針等を策定するとともに、職場内外における感染防

止対策の徹底を図った。 

 

(10)会員拡大

の 

 推進 

本会ホームページ等を活用して会員確保に努め

た。 

 

(11)適正な情

報 

 の公開 

事業運営の透明性の向上に向けて、法令等に基づい

た適正な情報公開に努めた。 

 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.組織体制

の強化と

働きやす

い職場づ

くり 

(1)局内委員会 

 (業務推進、研 

 修、広報、衛 

 生)の開催 

〔業務推進委員会〕 

業務の効率化・改善を図るため電子決裁の導入に

向けて協議・シミュレーションを行った。 

〔広報委員会〕 

広報活動の充実強化を図るため、パブリシティマ

ニュアルの改訂、社協広報研修の企画等を行った。 

〔研修委員会〕 

研修計画の策定及び職場内研修・OJT の企画・開

催・評価を行うとともに、職場外研修・SDS の活用

を推進した。 

〔衛生委員会〕 

職場における衛生管理、健康経営の推進について

検討し、ストレスチェック・運動習慣づくりやメン

タルヘルス研修を行った。 

4回開催・委員9名 

 

 

6 回開催・委員9名 

 

 

8回開催・委員10名 

 

 

 

13回開催・委員6名 

(2)職員の資質 

 向上に向けた 

 取り組みの強 

 化 

「職員育成要綱」及び「研修計画」に基づいた職

員研修を実施した。 

1.職場内研修（OFF-JT） 

(1)階層別研修 

 ①新任職員研修 

 ②指導的職員研修 

(2)一般研修 

 

 

 

 

 

 

2. 
 

2.職場外研修（OFF-JT） 

(1)階層別研修 

 

 

 

 

 
 
(2)一般研修 

 

 

 

 

 

3.自己啓発援助制度（SDS）による支援 

(1)研修受講支援 32 名 

(2)研修企画支援 3 名 

(3)資格取得支援 8 名 

 

 

 

 

 

1/17～18・係長級

職員 9名 

 回 テーマ 実施日 

第 1 回 県社協事業の概論と各部事業
について 

各部の実施（4/21、27、
28）に併せて概論のデー

タ視聴 

第 2 回 人権～障害者差別解消法制定
の背景、趣旨と改正法のポイ

ント及び合理的配慮の理解～ 

9/7、9/28、10/3（3 回） 

第 3 回 クレーム応対 12/15（2回） 

研修名 期日・参加者 

社協職員研修（中堅） 9/14・2 名 

福祉職員生涯研修（初任者コース） 松江会場 8/3～4・5名 
出雲会場 8/23～24・1 名 

福祉職員生涯研修（管理職員コース） 9/21～22・1 名 

 

研修名 期日・参加者 

新任職員マナー研修 4/18（オンライン）・1名 

災害ボランティアセンター運営者養成
講座 

6/26（会場：いわみーる）・
3 名 
6/26（オンライン）・3名 



項目 事業名 実施内容 
実施月日・場所 

対象・参加人数 

2.組織体制

の強化と

働きやす

い職場づ

くり 

(3)健康経営の 

 推進 

第 4 期事業主行動計画を策定するとともに、職員

が仕事と家庭の両立を図ることができるために就

業規則を改正し、特別休暇の対象として新たに「家

族休暇」を加えた。 

また、しまね☆まめなカンパニー認定事業所とし

て生活習慣の改善に資する運動習慣づくりやメン

タルヘルス研修などに取り組み、健康経営の視点に

立った職員の心身の健康づくりに努めた。 

 

3.中期計画

の実施と

評価 

(1)評価委員会 

 による第 5期 

 中期計画の評 

 価と公表 

第 5 期中期計画（2021～2024 年度）の進捗状況に

ついて点検・評価を行い、その結果を公表した。 

（第 1回） 

第 5 期中期計画の令和 3年度末評価について 

（第 2回） 

第 5期中期計画の進捗状況(令和4年 9月末時点)に

ついて 

 

 

6/14・いきいきプ

ラザ・評価委員 8名 

11/30・いきいきプ

ラザ・評価委員 8名 

 


